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Ⅰ 基準の性格等 

１ 基準条例の制定  

〇 従前、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等については、都道府県の条例により基準等

が定められていましたが、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律」（平成 26.年法律第 83 号以下、「改正法」という）により、「介護保険法」が改正され、市

町村において、当該基準等を条例で定めることとなり、秦野市では、次のとおり当該基準等を定める条例を

制定しました。 

〇 市内に所在する指定居宅介護支援事業者は、条例の施行日である平成 30年 4月 1日から、条例に定められた

基準等に従った事業運営を行わなければなりません。 

【指定居宅介護支援に関する基準】 

○ 秦野市居宅介護支援事業の基本方針等に関する条例 

（平成 30年条例第 5号。以下「基準条例」という。） 

○ 秦野市居宅介護支援事業の基本方針等に関する条例施行規則 

（平成 30年規則第１２号。以下「施行規則」という。） 

（参考）基準条例の掲載場所 

○ 秦野市ホームページ（http://www.city.hadano.kanagawa.jp/）→市制情報→行政運営→情報政策→オ

ンラインサービス→例規集→第８類 厚生 第４章介護保険に掲載 

２ 基準の性格  【老企 22第 1】 

〇 「基準」は、指定居宅介護支援の事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであ

り、指定居宅介護支援事業者は、常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。 

〇 指定居宅介護支援の事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、指定居宅

介護支援の指定又は指定更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、市は次

の措置をとります。 

なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと又は取り消しを行う前に相当の期間を定めて指

定の全部もしくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サー

ビスに関する介護報酬の請求を停止させること）ができます。 

ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、市は直ちに指定を取り

消すことができます。 

①指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の
居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品そ
の他の財産上の利益を収受したときその他の自己の利益を図るために基準に違反したとき 

②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 
③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 
※指定地域密着型サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を
認めていること等に鑑み、基準違反に対しては厳正に対応します。 

３ 基本方針  【基準条例第 3条】 

〇 要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければなりません。 

〇 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス

① 勧  告 相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行います。 

  ↓  

② 公  表 
相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、 
当該勧告に対する対応等を公表します。 

  ↓  

③ 命  令 

正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期間を定め
て当該勧告に係る措置を採るよう命令することができます（事業者名、命令に至っ
た経緯等を公示します）。 
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及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければなり

ません。 

〇 指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用

者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのない

よう、公正中立に行われなければなりません。  

〇 事業の運営に当たっては、市町村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援

事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施設等との連携に努めなければなりません。  

〇 利用者の人権擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じなければなりません。 

〇 指定居宅介護支援を行うに当たっては、法第１１８の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な

情報を活用し、事業所単位で PDCA サイクルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に努

めなければなりません。 

 

Ⅱ 事業の運営について 

１ 人員基準（職員配置）   

（１）管理者 【施行規則第 4条】 

○ 管理者は、「主任介護支援専門員」でなければなりません。 

なお、令和９年３月３１日までの間は、令和３年３月３１日時点で主任介護支援専門員でない者が管理者

である居宅介護支援事業所については、当該管理者が管理者である限り、管理者を主任介護支援専門員と

する要件を猶予することとしていますが、指定居宅介護支援事業所における業務管理や人材育成の取組を

促進する観点から、経過措置期間の終了を待たず、主任介護支援専門員を配置することが望ましいです。 

また、以下のような、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合につ

いては、介護支援専門員を管理者として配置することも可能とします。 

① 事業所が特別地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所加算を取得できる場合 

② 急な退職などの不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなった場合で、その理由及び今

後の管理者確保のための計画書を秦野市に届け出た場合（この場合、管理者を主任介護支援専門員とする要件

の適用を１年間猶予します。なお、利用者保護の観点から特に必要と認められる場合には、保険者の判断によ

り、この猶予期間を延長することがあります。） 

○ 管理者は常勤であり、原則として専ら当該居宅介護支援事業所の管理者の職務に従事する者でなければな

りません。 

ただし、以下の場合には、他の職務を兼ねることができます。 

① 当該居宅介護支援事業所の介護支援専門員としての職務に従事する場合 

②他の事業所の職務（※）に従事する場合であって、特に当該居宅介護支援事業の管理業務に支障がない

と認められる場合 

「他の事業所の職務」とは… 

必ずしも指定居宅サービス事業を行う事業所に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局

等の業務に従事する場合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限り認められます。 

○ 暴力団員等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者は管理者になれません。 

【ポイント】 

・管理者が当該居宅介護支援事業所の介護支援専門員を兼務していて、その業務上の必要性から当該事業所に
不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必
要があります。 
・介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との職務を兼務することはできません。  
・訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのものに従事する従業者との兼務している場合及び事故発生
時や災害発生等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定介護予防支援事業所又は利用者の居宅に駆け付
けることができない体制となっている場合は管理者の業務に支障があると考えられます。 
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（２）介護支援専門員 【施行規則第 3条】 

○ 事業所ごとに１以上の常勤の介護支援専門員の配置が必要です。 

○ 常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数（地域包括支援センターから委託を受けて、指定介護予防支援

を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介

護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数）４４人に対して１人を基準とし、利用者の数

が４４人又はその端数を増すごとに増員するものとします。（老企 22第 2 2(1)） 

〇 当該指定居宅介護支援事業所においてケアプランデータ連携システムを活用し、かつ、事務職員を配置し

ている場合は、上記について、利用者の数４９人に対して１人を基準とし、利用者の数が４９又はその端

数を増すごとに増員するものとします。（老企 22第 2 2(1)） 

○ 介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務はできません。（老企 22第 2 2(1)） 

○ 介護保険法には、次のような介護支援専門員の規定があり違反すると罰則があります。 

介護保険法を遵守し、利用者それぞれに合ったケアプラン等を作成するようにしてください。 

・介護支援専門員の義務（介護保険法第 69条の 34項） 

１ 介護支援専門員は、その担当する要介護者等の人格を尊重し、常に当該要介護者等の立場に立って、

当該要介護者等に提供される居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス若

しくは地域密着型介護予防サービス又は特定介護予防・日常生活支援総合事業が特定の種類又は特定の

事業者若しくは施設に不当に偏ることのないよう、公正かつ誠実にその業務を行わなければならない。 

２ 介護支援専門員は、厚生労働省令で定める基準に従って、介護支援専門員の業務を行わなければなら

ない。 

３ 介護支援専門員は、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及び技

術の水準を向上させ、その他その資質の向上を図るよう努めなければならない。 

・名義貸しの禁止等（介護保険法第 69条の 35） 

介護支援専門員は、介護支援専門員証を不正に使用し、又はその名義を他人に介護支援専門員の業務の

ため使用させてはならない。 

【ポイント】 

・介護支援専門員試験に合格しただけでは、介護支援専門員として業務を行うことはできません。 

「介護支援専門員」とは、「介護支援専門員証の交付を受けたもの」と定義されています。（介護保険法第７条

第５項）必ず、介護支援専門員証の交付手続きを行うようにしてください。 

※８桁の介護支援専門員登録番号が必要です。 

※介護支援専門員証の有効期間満了日を必ず確認してください。 

※介護支援専門員としての配置は、介護支援専門員証の交付手続きを行い、神奈川県の担当窓口が申請書

類を受領した日以降に可能とします。 

【指導事例】 

・県へ介護支援専門員の登録手続きは行っていたものの、介護支援専門員証の交付手続きを行っておらず、証

の交付を受けないままに業務に従事していた。 

（３）用語の定義等 【老企 22第 2 2(3)】 

『常勤』 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（1
週間に勤務すべき時間数が 32時間を下回る場合は 32時間を基本とする）に達していることをいいます。 
ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法律第 113号） 

第 13 条第 1 項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は、育児休業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 3 年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第
23条第 1項、同条第 3項又は同法第 24条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業
場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定労働時間の
短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている
者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が
勤務すべき時間数を 30時間として取り扱うことを可能とします。  
同一の事業者（＝法人）によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同

時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務
すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであるとされています。 
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また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法第 65 条に規定する休業（以
下「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第2条第１号に規定する育児休業（以
下「育児休業」という。）、同条第 2 号に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第
2 項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第 2 号に係る部分に限る。）の規定によ
り同項第 2 号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休
業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従
事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であることとします。 

 
《例》同一事業者によって指定訪問介護事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指

定居宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の労働時間に達して
いれば、常勤要件を満たすこととなります。 

『専ら従事する』 

原則として、勤務時間帯を通じて居宅介護支援の職務以外の職務に従事しないことをいいます。 

※当該従業者の当該事業所における勤務時間をいうものであり、常勤・非常勤の別を問いません。 

『常勤換算方法』 

 従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間

が、３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を

常勤の従業者の員数に換算する方法をいいます。 

『勤務延時間数』 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間として明確に位置付けられている時間の合計数

をいいます。なお、従業者１人につき、勤務延時間に算入することができる時間数は、当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。 

２ 設備及び備品等  

指定居宅介護支援の運営を行うために必要な専用の設備等を設けることが望ましいですが、他の事業の用に

供するものと明確に区分される場合や業務に支障がない場合は他の事業と共用であっても差し支えありません。 

○ 指定居宅介護支援の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室を設けること。 

○ 利用者からの相談やサービス担当者会議等に対応するのに適切なスペースを確保すること（プライバシーの

確保や利用しやすさに配慮すること）。 

○ 必要な設備及び備品を確保すること（鍵付き書庫等）。 

３ サービスの開始に当たって  

（１）内容及び手続の説明及び同意 【施行規則第 5条】 

○ 居宅介護支援の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要な

ど、サービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始

について利用申込者の同意を得なければなりません。同意は、利用者及び事業者双方の保護の立場から書

面（契約書等）によって確認することが望ましいです。 

○ あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画が基本方針及び利用者の希望に基づき作

成されるものであり、利用者から複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることができること等に

ついて十分説明を行わなければなりません。 

なお、この内容を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たっては、併せて、居宅サービス計画原案に

位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能であることについても説明を

行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うことや、それを

理解したことについて利用申込者から署名を得ることが望ましいです。 

○ 居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用

者に提供される指定居宅サービス事業者等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏

することのないよう、公正中立に行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該居宅介護支援事

業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密

着型通所介護（以下ここにおいて「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合、前６月間に当該居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付け

られた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき十分説明を行い、理解を得るよう努めな

ければなりません。 

 

この前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所において作成された居宅サービス計
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画を対象とします。 

①前期（３月１日から８月末日） 

②後期（９月１日から２月末日） 

なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うものとしますが、その際に用いる当該

割合等については、直近の①もしくは②の期間のものとします。 

○ 利用者が病院又は診療所に入院する場合には、 利用者の居宅における日常生活上の能力や利用していた

指定居宅サービス等の情報を入院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支援に資

するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援することにもつながります。指定居宅介護支援事

業者と入院先医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所に入院する必要

が生じた場合には、担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院等に伝えるよう、利用者又はその

家族に対し事前に協力を求めなければなりません。なお、より実効性を高めるため、日頃から担当職員の

連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼してお

くことが望ましいです。 

【ポイント】 

〇重要事項を記した文書（＝重要事項説明書）に記載すべきと考えられる事項は、 

ア 法人、事業所の概要（法人名、事業所名、事業者番号、併設サービスなど） 
イ 営業日及び営業時間 
ウ 指定介護予防支援の提供方法及び内容 
エ 利用料その他費用の額 
オ 従業者の勤務体制 
カ 通常の事業の実施地域 
キ 事故発生時の対応 
ク 苦情処理の体制（事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口も記載） 
ケ その他利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項（従業員の研修、秘密保持など） 

※重要事項を記した文書を説明した際には、内容を確認し、サービス提供開始に同意した旨及び交付した

ことがわかる旨の署名を得てください（事業所と利用者との間で、交付・説明・同意が確かに行われたと

いうことが確認できるような様式を作成してください）。 

※重要事項説明書の内容と運営規程の内容に齟齬がないようにしてください。 

【指導事例】 

・重要事項説明書を交付していなかった。 

・重要事項説明書の内容を説明、同意、交付したことが確認できなかった。 

・個人情報の使用同意書を利用者及び利用者の家族から得ていなかった。 

・利用者は複数の事業所の紹介を求めることができること及びケアプランに位置づけた事業所の選定理由に

ついて説明を受けることが可能であること等について、利用者に対して説明、同意、交付したことが確認

できなかった。 

（２）提供拒否の禁止  【施行規則第 6条】 

正当な理由なく居宅介護支援の提供を拒んではなりません。 

【ポイント】 

・居宅介護支援の公共性から、原則として、利用申し込みに対して応じなければなりません。 
・ここでいう「正当な理由」とは、次の項目があげられます。  
ア 事業所の現員からは利用申し込みに応じきれない。 
イ 利用申込者の居住地が通常の事業の実施地域外である。  
ウ 利用申込者が他の指定居宅介護支援事業者にも併せて指定居宅介護の依頼を行っていることが明らか
である等 

（３）サービス提供困難時の対応  【施行規則第 7条】 

(２)のア、イなどの理由で利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場

合は、適当な他の指定居宅介護支援事業者等を紹介するなどの適切な措置を速やかに講じなければなりませ

ん。 

<市内の地域包括支援センター連絡先一覧> 

https://www.city.hadano.kanagawa.jp/www/contents/1001000002453/index.html 

（４）受給資格等の確認  【施行規則第 8条】 

https://www.city.hadano.kanagawa.jp/www/contents/1001000002453/index.html
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利用の申込みがあった場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無

及び要介護認定の有効期間を確認します。 

(５) 要介護認定の申請に係る援助  【施行規則第 9条】 

（４）で要介護認定を受けていない者から利用申込があった場合には、要介護認定の申請が、既に行われ

ているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏まえて、速やかに当該申請

が行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

また、継続して保険給付を受けるためには、要介護認定の更新が必要となりますので、遅くとも要介護認

定の有効期間満了日の３０日前には更新申請が行われるよう、必要な援助を行わなければなりません。 

４ サービス提供時～提供後  

（１）身分を証する書類の携行  【施行規則第 10条】 

居宅介護支援事業者は事業所の介護支援専門員に身分を証する書類（介護支援専門員証等）を携行させ、

初回訪問時や利用者又はその家族から求められたときは、これを提示するように指導しなければなりません。 

（２）利用料等の受領  【施行規則第 11条】 

〇 指定居宅介護支援を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料と、居宅介護サービス計画費の額と

の間に、不合理な差額が生じないようにしなければなりません。 

〇 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場合には、

それに要した交通費の支払を利用者から受けることができますが、サービスの提供に当たっては、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、そのサービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればなりません。 

（３）保険給付の請求のための証明書の交付  【施行規則第 12条】 

居宅介護支援に係る保険給付がいわゆる償還払いとなる場合に、利用者が保険給付の請求を容易に行える

よう、その利用料の額等を記載した指定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付しなければなりませ

ん。 

(４) 利用者に関する市町村への通知  【施行規則第 17条】 

利用者が、次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければな

りません。 

①正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないこと等により、要介護状態の  

程度を増進させたと認められるとき。 

②偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

５ 事業所の運営等  

（１）管理者の責務   【施行規則第 18条】 

管理者は、従業者の管理、居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、実施状況の把握その他の管理を一元

的に行わなければならず、また、従業者に対して運営に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行

わなければなりません。 

また、管理者は、日頃から業務が適正に執行されているか把握するとともに、従業者の資質向上や健康管

理等、ワーク・ライフ・バランスの取れた働きやすい職場環境を醸成していくことが重要です。 

【ポイント】 

・管理者は、担当の介護支援専門員に業務を一任せず、介護支援専門員の業務状況（訪問・モニタリング等

の実施の有無、利用者に関して担当介護支援専門員が抱えている問題点等）を十分に把握することが必要で

す。 

＜従業員の勤務管理＞ 

□タイムカード等によって出勤状況を確認できる。 

 

＜労働関係法令の遵守＞            

□従業者の雇用名簿、給与支払簿等雇用に関する書類を整備している。 

□健康診断の実施等、労働関係法令を遵守した雇用を行っている。 

→労働関係法令については、労働基準監督署等に相談するなどして適正な事業運営をしてください。 
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＜雇用時の確認＞ 

□介護支援専門員の資格を確認し、介護支援専門員証の写しを事業所で保管している。 

→介護支援専門員試験に合格しただけでは、介護支援専門員として業務を行うことはできません。 

合格後の実務研修を修了し、都道府県に登録され、介護支援専門員証の交付を受けていることが必要で

す。（雇用の際には、試験合格通知書ではなく、介護支援専門員証を確認してください。） 

（２）運営規程  【施行規則第 19条】 

事業所名称、事業所所在地といった基本情報のほか、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

規程を定めなければなりません。 

ア 事業の目的及び運営の方針 

イ 職員の職種、員数及び職務内容 

ウ 営業日及び営業時間 

エ 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 虐待の防止のための処置に関する事項 

キ その他運営に関する重要事項 

(「事故発生時の対応」「従業者及び退職後の秘密保持」「苦情・相談体制」「従業者の研修 

・健康管理」等) 

【ポイント】 

・イの職員の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、人員基準において置くべ

きとされている員数を満たす範囲において、「〇人以上」と記載することも差し支えありません。 

・カは、基準省令第 27 条の 2 の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計

画等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等を指す内容としてください。 

・運営規程は事業所の指定申請の際に作成、提出を求めています。 

・指定後は、事業所名称、所在地、営業日、利用料等の内容の変更の都度、運営規程も修正しておく必要があり

ます。 

（修正した年月日、内容を最後尾に附則として記載しておくことで、事後に確認しやすくなります。） 

変更届の提出が必要な変更を行った際は、市へ期日内に届出を提出するようにしてください。 

※重要事項説明書の内容と運営規程の内容に齟齬がないようにしてください。 

【指導事例】 

 

（３）勤務体制の確保  【施行規則第 20条】 

利用者に対して、適切な居宅介護支援を提供できるよう、次の点に留意すること。 

①事業所ごとに従業者の勤務の体制を定め、その事業所の介護支援専門員に居宅介護支援業務を担当させ

なければなりません。 

②事業所ごとに月ごとの従業者の勤務表を作成し、介護支援専門員については、日々の勤務時間、常勤・

非常勤の別、管理者との兼務関係を明確にしてください。 

③従業者の資質の向上のために研修の機会を確保しなければなりません。 

※適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護支援専門の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなりません。 

【ポイント】 

・事業所ごとにその事業所の介護支援専門員に業務を担当させなければなりません。雇用契約、辞令等によ
り、その事業所に配置された介護支援専門員であることを明確にしておく必要があります。 
・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号）第 11 条
第 1 項及び労働施策の総合的な施策並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和 41
年法律第 132号）第 30条の 2第 1項の規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュアルハラスメント
やパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を
講じることが義務づけられていることを踏まえ、規定されました。事業主が講ずべき措置の具体的な内容及
び事業主が講ずることが望ましい取組については、次のとおりです。なお、セクシュアルハラスメントにつ
いては、上司や同僚に限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれます。 

・営業日を変更した際、変更届を市に提出していなかった。 

・運営規程に「カ」の項目が記載されていなかった。 
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イ 事業主が講ずべき措置の具体的な内容 
事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して
雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成 18年厚生労働省告示第 615号）及び事業主が職場にお
ける優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針
（令和 2 年厚生労働省告示第 5 号。以下「パワーハラスメント指針」という。）において規定されてい
るとおりであるが、特に留意したい内容は以下のとおりです。 
ａ 職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明
確化し、従業者に周知・啓発すること。 
ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備相談に対応する
担当者をあらかじめ定める等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知す
ること。なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務については、女
性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第 24号）附則
第 3 条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活
の充実等に関する法律第 30条の 2第 1項の規定により、中小企業（資本金が 3億円以下又は常時使用
する従業者の数が 300 人以下の企業）は、令和 4 年 4 月 1 日から義務化となり、それまでの間は努力
義務とされているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努めてくださ
い。 

ロ 事業主が講ずることが望ましい取組について 
パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防
止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に応じ、適
切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談
対応、行為者に対して 1 人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の
実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。介護現場では特に、利用者又はその家
族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められていることから、イ（事業主が講ずべき措置の具
体的内容）の必要な措置を講じるに当たっては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、
「（管理者・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。これらマニ
ュアル等は、厚生労働省ＨＰに掲載されているので、参考にしてください。 

【指導事例】 

（４）業務継続計画の策定等 

〇 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提

供を継続的に実施するための及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなりません。また、介護支援専

門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければな

りません。定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行ってください。 

【ポイント】 

・指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護支

援の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介護支援専門員

その他従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととされま

した。利用者がサービス利用を継続する上で、指定居宅介護支援事業者が重要な役割を果たすことを踏ま

え、関係機関との連携等に努めることが重要です。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施につい

ては、基準では事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも

差し支えありません。 

※当該義務付けの運用に当たっては、令和６年４月１日から義務化されています。（業務継続計画を策定
し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていない場合、業務継続計画未策定減算の対象となります。
令和７年３月31日までの間は、経過措置として当該減算は適用されませんが、義務となっていることを踏ま
え、速やかに作成をしてください。） 

（５）感染症の予防及びまん延防止のための措置 

指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよ

うに、次に掲げる措置を講じなければなりません。 

①指定居宅介護支援事業者における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ
ビ電は装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等という。」を活用して行うことができるも
のとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について介護支援専門員に周知徹

・従業員の研修に関する記録が残されていなかった。 

・管理者兼介護支援専門員の勤務実績が分かる記録（出勤簿等）を作成していなかった。 

・一部の従業者について、雇用契約が結ばれていなかった。 

・従業者の雇用契約書について、勤務場所が当該事業所であることが確認できなかった。 
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底を図ること。 
②事業所における感染症の予防及びまん延のための指針を整備すること。 
③事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期
的に実施すること。 
※感染症が発生し、又はまん延しないように講ずべき措置については、基準では事業所に実施が求められ
るものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えありません。 

（６）従業者の健康管理 

介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければなりません。 

（７）掲示   【施行規則第 23条】 

〇 事業所の利用申込者が見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、利用料その他のサービス 

の選択に資すると認められる重要事項（苦情処理の概要等を含む）を掲示しなければなりません。 

〇 重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ 

り、掲示に代えることができます。 

〇 原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければなりません。 

【ポイント】 

・「掲示」はサービス開始時の重要事項説明書の交付に加え、継続的にサービスが行われている段階におい
ても、利用者の保護を図る趣旨で規定されていますので、利用者の見やすい場所に掲示してください。 
・事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族に対
して見やすい場所のことです。 
・介護支援専門員の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、
介護支援専門員の氏名まで掲示することを求めるものではありません。 
・重要事項説明書を掲示用に加工しても構いません。 
・重要事項を掲載するウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのこ
とを指します。 
・年間の居宅介護サービス費の支給の対象となるサービスの対価として支払いを受けた金額が１００万円
以下である事業者及び災害その他都道府県知事に対し報告を行うことができないことにつき正当な理由が
ある事業者については、介護サービス情報制度における報告義務の対象ではないことから、ウェブサイト
への掲載は、行うことが望ましいとされています。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、重要
事項の掲示は行う必要がありますが、これを、重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これ
をいつでも関係者に自由に閲覧させること又は電磁的記録等により代えることができます。 
・重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能
な形で事業所内に備え付けることで掲示に代えることができます。 

【指導事例】 

・運営規定の概要等が事業所内に掲示されていなかった。 

（８）秘密保持等   【施行規則第 24条】 

従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはいけません。 

【ポイント】 

・過去に従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす
ことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。 
具体的には、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用の時に取り

決め、例えば違約金についての定めを置くなどの措置を講ずるべきとされています。 
・サービス担当者会議等において、居宅サービス事業者、介護保険施設等に対して利用者に関する情報を提
供することが想定されます。このことについて、あらかじめ、利用者に説明を行い、文書により利用者から
同意を得ておかなければなりません。家族に関する情報についても同様です。 
・個人情報保護法の遵守について、介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドラインが厚生労働省か
ら出されています。※個人情報の取扱いについては、裏紙利用にも注意が必要です。 

【指導事例】 

・従業者について、秘密保持の誓約書を徴していなかった。 

・個人情報の使用同意書を利用者及び利用者の家族から得ていなかった。 

（９）居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等   【施行規則第 26条】 

○ 事業者（法人）又は管理者は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、当該事業所の介護支援専門員に

対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行ってはなりません。 

また、介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス

事業者等によるサービスを利用すべき旨の指示等を行ってはなりません。 
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○ 居宅介護支援事業者による居宅サービス事業者の紹介が公正中立に行われるよう、居宅介護支援事業者及

びその従業者は、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償と

して、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受することは禁じられています。 

【ポイント】 

・金品その他財産上の利益の収受は、指定の取消等を直ちに検討すべきとされる重大な基準違反です。 

（１０）苦情処理  【施行規則第 27条】 

  提供した居宅介護支援又は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する利用者及びその

家族からの苦情に、迅速かつ適切に対応しなければなりません。 

なお、苦情の内容等の記録は、５年間保存しなければなりません。 

【ポイント】 

＜利用者が事業所に苦情を申し出るための措置＞ 
当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する文書（重要事項説明書）に記載する
とともに、事業所に掲示し、かつウェブサイトに掲載するべきこととされています。 
＜事業所が苦情を受けた場合＞ 

利用者及びその家族からの苦情を受け付けた場合は、苦情に対し事業所が組織として迅速かつ適切に対
応するため、当該苦情の内容等を記録しなければなりません。 
＜市町村に苦情があった場合＞ 

市町村から文書その他の物件の提出若しくは提示の求めがあった場合又は市町村の職員からの質問若し
くは照会があった場合は、その調査に協力しなければなりません。 
また、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って、必要な改善を行わなけれ

ばなりません。市町村からの求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改善の内容を報告しな
ければなりません。 
＜国保連に苦情があった場合＞ 

利用者からの苦情に関して国保連が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合は、当該
指導又は助言に従い必要な改善を行わなければなりません。 
国保連から求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改善の内容を報告しなければなりませ

ん。 
＜苦情に対するその後の措置＞ 

事業所は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏
まえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを自ら行わなければなりません。 

（１１）虐待の防止 

指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければ

なりません。 

＜苦情に対するその後の措置＞ 

①事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について介護支援専門員に周知徹底を図る
こと。 
②事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 
③事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 
④①から③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

【ポイント】 

・虐待は、法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性
が極めて高く、事業者は虐待防止のため必要な措置を講じなければなりません。虐待を未然に防止するた
めの対策及び発生した場合の対応については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関
する法律（平成１７年法律第１２４号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところで
あり、その実行性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から、虐
待の防止に関する措置を講じてください。 

≪虐待の未然防止≫ 
事業者は高齢者の尊厳の保持・人格の尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要

があり、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解
を促す必要があります。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する要介護事業の従業者としての責
務・適切な対応等を正しく理解していることも重要です。 
≪虐待等の早期発見≫ 

事業所の従業者は、虐待等又はセルフネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあること
から、これらを早期に発見できるよう必要な措置（虐待等に対する相談体制、市の通報窓口の周知等）が
とられることが望ましいです。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市への虐
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待の届出について、適切な対応をすること。 
≪虐待等への迅速かつ適切な対応≫ 

虐待が発生した場合には、速やかに市の窓口に通報される必要があり、事業者は当該通報の手続が迅速
かつ適切に行われ、市等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとします。 
※なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和６年４月１日から義務化されています。 

（１２）事故発生時の対応   【施行規則第 28条】 

 〇 居宅介護支援事業所として事故を起こした場合 

＜実際に事故が起きた場合＞ 

・市町村、家族等へ連絡を行い、必要な措置を講じる。 

・事故の状況及び事故に際して採った措置について記録する。 

・賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。 

＜事故になるのを未然に防ぐ＞ 

・事故原因を解明し、再発防止のための対策を講じる。 

・事故に至らなかったが、事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）及び現状を放置して

おくと事故に結びつく可能性が高いものについて事前に情報を収集し、未然防止対策を講じる。 

【ポイント】 

・事故が起きた場合の連絡先・対応方法について、事業所で定め、従業者に周知すること。 
・どのような事故が起きた場合に市町村に報告するかについて把握してください。 
・事業所における損害賠償の方法（保険に加入している場合にはその内容）について把握してください。 
・事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析を
通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備してください。  

※居宅介護支援の場合、特に個人情報の流出事故が多く見受けられます。 
自転車で利用者宅を訪問する際に、カバンをひったくられた。  → 個人情報保護についてＰ５４ 
誤った FAX番号に個人名等を黒塗りせずにそのまま送信してしまった。 
個人情報を含んだ書類が一般ゴミとして出されていた。 

〇 計画に位置付けた居宅サービス事業者等からの連絡 

居宅サービス事業者は、サービス提供中に事故があった場合、利用者の担当の居宅介護支援事業者に連
絡をすることとされています。連絡があった場合には、利用者の状況等の把握・援助を行い、必要に応
じてケアプランの変更を検討してください。 

（１３）会計の区分   【施行規則第 29条】 

○ 居宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければなりません。 

（１４）記録の整備 【施行規則第 30条】  

○ 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりません。 

○ 次に掲げる利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する記録を整備し、その完結の日（契約終了、

約解除及び施設への入所等により利用者へのサービス提供が終了した日）から５年間保存しなければな

りません。 

（１）居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

（２）個々の利用者ごとに、次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳 

  ア 居宅サービス計画 

  イ アセスメントの結果の記録 

  ウ サービス担当者会議等の記録 

  エ モニタリングの結果の記録 

指定居宅介護支援の提供の完結

の日（※）から５年間又は介護

給付費の受領の日から５年間の

いずれか長い期間 

（３）身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（４）市町村への通知に係る記録 

（５）苦情の内容等の記録 

（６）事故に係る記録 

指定居宅介護支援の提供の完結

の日から５年間 

（７）勤務の体制に関する記録 

（８）介護給付費の請求、受領等に係る書類 

（９）利用者から支払を受ける利用料の請求、受領等に係る書類 

（１０）従業員の勤務の実績に関する記録 

（１１）その他の市長が特に必要と認める記録 

介護給付費の受領の日から５年 

※提供の完結の日とは、契約終了、契約解除及び施設への入所等により利用者へのサービス提供が終了した日の
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ことです。 

【指導事例】 

・従業者の研修に関する記録が残されていなかった。 
・勤務実績が分かる記録（出勤簿等）を作成していなかった。 

（１５）電磁的記録 

○ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供にあたる者は、作成、保存その他これらに類する 

もののうち省令の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下ここに

おいて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（受給資格等の確認、利用者が提示し

た被保険者証に記載された認定審査会意見を除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができます。 

〇 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供にあたる者は、交付、説明、同意、承諾その他こ

れらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この省令の規定において、書面で行うことが規

定されている又は想定されているものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、

電磁的方法（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）

によることができます。 

【ポイント】 

（１）電磁的記録について 
基準第３１条第１項は指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者（以下「事業者

等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業者等はこの省令で規定する書面（被保
険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を次に掲げる電磁的記録により行うことができることとし
たものである。 
① 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 
② 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 
ア 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディス
ク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

イ 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使用に
係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存す
る方法 

③ その他、基準第 31条第１項において電磁的記録により行うことができるとされているものは、①及
び②に準じた方法によること。 
④ また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に
おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び厚生労働省「医療情報システムの安全管理
に関するガイドライン」等を遵守すること。 

（２）電磁的方法について 
基準第 31条第２項は、利用者及びその家族等（以下「利用者等」という。）の利便性向上並びに事業者

等の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定されている又は想定される交付等
（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するものをいう。）について、事前に利用者等の承諾を
得た上で、次に掲げる電磁的方法によることができることとしたものである。 
① 電磁的方法による交付は、基準第４条第２項から第８項までの規定に準じた方法によること。 
② 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等がえら
れること。「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月１９ 日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考
にすること。 
③ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面におけ
る署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいこと。なお、「押印についての
Ｑ＆Ａ（令和２年６月１９日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。 
④ その他、基準第３１条第２項において電磁的方法によることができるとされているものは、①から
③までに準じた方法によること。ただし、基準又はこの通知の規定により電磁的方法の定めがあるも
のについては、当該定めに従うこと。 
⑤ また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者におけ
る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関
するガイドライン」等を遵守すること。 

（１６）暴力団排除 

事業所は、その運営について、次に掲げるものから支配的な影響を受けてはなりません。 
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①秦野市暴力団排除条例(平成２３年条例第１８号。以下「暴力団排除条例」という。)第２条第２号に規
定する暴力団 
その団体の構成員(その団体の構成団体の構成員を含む。)が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を
行うことを助長するおそれがある団体をいいます。 

②暴力団員等 
暴力団員(暴力団の構成員をいう。以下同じ。)又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を
いいます。 

③暴力団排除条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等 
法人その他の団体でその役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談
役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人その他の団体に対し業務を執行する社
員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)の
うちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてそ
の事業活動に支配的な影響力を有するものをいいます。 

④暴力団排除条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者 
法人その他の団体にあっては、その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を
いう。)が暴力団員等と密接な関係を有するものをいいます。 
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訪問・面接 ⑦ 

利用者 

地域のサービス情報提供 ④ 

利用者によるサービス選択 ⑤ サービス提供事業所 
サービス調整 

課題分析 ⑥ 

①②③ 
居宅サービス計画作成前 

居宅介護支援利用申し込みの受付 

市町村 
居宅サービス計画作成依頼 

作成依頼届出書（ケアマネ代行可） 

 

Ⅲ 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成について  

１ 居宅介護支援の具体的取扱（給付管理業務の流れ） 

居宅サービス計画交付 ⑪ 

・本人同意（署名）が必要 

・交付が確認できるよう書面に残すこと 
居宅サービス計画 決定 

サービス担当者会議による専門的意見の聴取 ⑨ 

居宅サービス計画原案（第１～３表、６，７表）作成 

※区分支給限度基準額確認・利用者負担計算 

居宅サービス計画を変更する際は、 

前段の一連業務を行う ⑮⑯ 

個別サービス 

計画提供 ⑫ 

サービス提供事業所 

医療サービス ⑲ 

短期入所等 ⑳ 

福祉用具貸与 ㉑ 

特定福祉用具販売 ㉒ 

○ 居宅サービス計画新規作成時 

○ 要介護更新認定時 

○ 要介護区分の変更認定時 

 

同意あり 

利用者への説明及び同意の確認 ⑩ 

利用者 

同意が得られない 

国保連 

給付管理票の作成と提出 

提供実績の確認 

サービス提供事業所 

サ
ー
ビ
ス
提
供
月
の
翌
月 

（
翌
月
１
０
日
ま
で
に
） 

※   ……運営基準減算の対象 

※ 丸数字は、次ページの「（１）指定居宅介護支援の具体的取扱方針」に対応 

入所・入院 

居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評価等（モニタリング） 

利用者の居宅で面接 

（※条件を満たず場合のみ、２月に１回テレビ電話装置等を

活用して、利用者に面接することができる。） 

面接後、モニタリングの結果を記録する（月１回） 

⑬ ⑭ 

⑰ ⑱ 

⑧ 

（予防との連携） （認定審査会）（地域ケア会議） 

㉔ ㉕      ㉓      ㉖ 

利用者権利に関する

説明・同意・交付 

付 

利用者の同意確認 

居宅サービス計画 

交付 

サービス提供期間は

継続して行う 

給付管理票

提出 

利用者 

居宅サービス計画控の保管 
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（１）指定居宅介護支援の具体的取扱方針 

①居宅サービス 

計画の作成 

○ 管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させること。  

指導事例：介護支援専門員証を持たない事務員が居宅サービス計画の作成を行っていた。 

②サ－ビス提供 

方法等の説明等 

○ 利用者又はその家族に対し、指定居宅介護支援についての理解を求め、その提供に当た

っては懇切丁寧に行うことを旨とし、サービスの提供方法等について理解しやすいように

説明を行うこと。  

○ 利用者及びその家族の主体的な参加及び自らの課題解決に向けての意欲の醸成と相まっ

て行うこと。  

〇 利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束」という。）を行っては

なりません。  

〇 身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなければなりません。 

③継続的かつ計 

画的な居宅サー

ビス等の利用 

○ 介護支援専門員は、利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心

身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるよ

うに、居宅サービス計画を作成すること（支給限度額の枠があることのみをもって、特定

の時期に偏って継続が困難な、また必要性に乏しい居宅サービスの利用を助長するような

ことがあってはならない）。 

④総合的な居宅 

サービス計画の 

作成 

○ 介護支援専門員は、利用者の日常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービ

ス以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動による

サービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるよう努めること。 

⑤利用者自身に 

よるサービスの 

選択 

 

 

 

 

 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者によるサービ

スの選択に資するよう、利用者から居宅サービス計画案の作成にあたって複数の指定居宅

サービス事業者等の紹介の求めがあった場合等には誠実に対応するとともに、居宅サービ

ス計画案を利用者に提示する際には、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関す

るサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供すること

（特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の

選択を求めることなく同一の事業主体のサービスのみによる居宅サービス計画原案を最初

から提示するようなことがあってはならない）。また、例えば集合住宅等において、特定

の指定居宅サービス事業者のサービスを利用することを、選択の機会を与えることなく入

居条件とするようなことはあってはならないが、居宅サービス計画についても、利用者の

意思に反して、集合住宅と同一敷地内等の指定居宅サービス事業者のみを居宅サービス計

画に位置付けるようなことはあってはならない。  

⑥課題分析の実

施 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者

について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれてい

る環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常

生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握すること。 

⑦課題分析にお 

ける留意点（利 

用者宅の訪問、

面接等） 

○ 介護支援専門員は、上記⑥の解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」という。）

に当たっては、必ず利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行うこと。 

○ この場合において、介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分

に説明し、理解を得ること。 

○ アセスメントについては記録し、保存すること（保存期間Ｐ１１参照）。 

◆ 利用者宅への訪問（訪問→アセスメント）→できていないと運営基準減算対象 

運営基準減算 

の対象 
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⑧居宅サ－ビス

計画原案の作成 
○ 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基づき、

利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制を勘案

し、居宅サービス計画原案は実現可能なものとすること。  

（利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課

題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスの種類、内容及び利用料並び

にサービスを提供する上での留意事項等を記載する）  

※目標の設定に当たっては、長期的な目標及びそれを達成するための短期的な目標並びにそ

れらの達成時期を明確に盛り込み、目標達成時期に居宅サービス計画及び各指定居宅サー

ビス等の評価を行えるようにすることが重要である。  

※提供されるサービスの目標とは、利用者がサービスを受けつつ到達しようとする目標を指

すものであり、サービス事業者側の個別のサービス行為を意味するものではない。  

  

■指導事例■ 

・居宅サービス計画において、提供されるサービス内容の記載が不十分な事例があった。 

⑨ サ－ビス担 

当者 会議等 

による専 門的 

意見の聴取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者

（以下「担当者」という。）を召集してサービス担当者会議（テレビ電話装置その他の情

報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る。ただし、利用者又はその家族（以下ここでは「「利用者等」という。）が参加する場

合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければなりま

せん。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守してくださ

い。」）を開催し、当該居宅サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な

見地からの意見を求めること。 

 ただし、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師

又は歯科医師（以下この条において「主治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と

認める場合その他やむを得ない理由（※）がある場合については、担当者に対する照会等

により意見を求めることができる。  

※やむを得ない理由とは、次の事由等が想定される。  

  ・利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師等の意見

を勘案して必要と認める場合  

・日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により会議への参加が得られなかった場合  

・居宅サービス計画の「軽微な変更」に該当する場合 → Ｐ２７参照  

○ 末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主治の医師等が日常生活上の

障害が 1 ヶ月以内に出現すると判断した時点以降において、主治の医師等の助言を得た上

で、介護支援専門員がサービス担当者に対する照会等により意見を求めることが必要と判

断した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利用者の最新の心

身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に把握している医師であり、要介護認

定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定されないことから、利用者又はその

家族等に確認する方法等により、適切に対応すること。また、サービス種類や利用回数の

変更等を利用者に状態変化が生じるたびに迅速に行なっていくことが求められるため、日

常生活上の障害が出現する前に、今後利用が必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当

者を含めた関係者を招集した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間

で共有しておくことが望ましい。  

○ 要介護認定の認定結果が判明していない段階で、暫定的な居宅サービス計画を作成する

場合でも、サービス担当者会議の開催が必要である。  

○ サービス担当者会議の要点又は担当者への照会内容を記録し、保存すること（保存期間

Ｐ１１参照）。  

◆ サービス担当者会議 → 開催できていないと運営基準減算対象 

運営基準減算 

の対象 
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⑩ 居宅サービ 

ス計画の説明 

及び同意 

 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等につい

て、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原案の内容

について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得ること。  

   居宅サービス計画原案とは、居宅サービス計画書第１表から第３表まで、第６表及び第

７表に相当するすべてを指すものである。  

◆ 利用者への居宅サービス計画原案の説明、同意 → できていないと運営基準減算対象 

⑪ 居宅サ－ビ 

ス計画の交付 

 

 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を利用

者及び担当者に交付すること（交付した日がわかるよう記録が必要）。  

○ 各担当者と共有・連携を図った上で、個別サービス計画への位置づけに配慮すること。 

◆ 居宅サービス計画の交付→できていないと運営基準減算対象  

 

■指導事例■ 

・居宅サービス計画について、利用者に対して説明、同意、交付を行っていなかった。 

⑫ 担当者に対 

する個別サー 

ビス計画の提 

出依頼 

○ 居宅介護支援事業者とサービス提供事業者の意識の共有を図るため、担当者に居宅サー

ビス計画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス計画の提出を求め、居宅サービ

ス計画と個別サービス計画の連動性や整合性について確認すること。 

○ 介護支援専門員は、担当者と継続的に連携し、居宅サービス計画と個別サービス計画の

連動性や整合性の確認については、居宅サービス計画を担当者に交付したときに限らず、

必要に応じて行うことが望ましい。 

○ サービス担当者会議の前に居宅サービス計画の原案を担当者に提供し、サービス担当者

会議に個別サービス計画の提出を求め、サービス担当者会議において情報の共有や調整を

図るなどの手法も有効である。 

 

■指導事例■ 

・居宅サービス計画に位置づけた事業所に対して、個別サービス計画を求めたことが

確認できなかった。  

・居宅サービス計画と個別サービス計画とで、サービス提供日・時間が異なっていた。 
 

⑬ 居宅サービス

計画の実施状況

等の把握及び評

価等  

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握

（利用者についての継続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」）を行い、必要

に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜

の提供を行うこと。 

○ 介護支援専門員は、指定居宅サービス等から利用者に係る情報の提供を受けたときその

他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状

況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師等又は薬剤師に

提供するものとする。 

また、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報

は、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師が医療サービスの必要性等を検討するにあた

り有効な情報である。このため、指定居宅介護支援の提供に当たり、例えば、 

・薬が大量に余っている又は複数回分を一度に服用している 
・薬の服用を拒絶している 
・使いきらないうちに新たに薬が処方されている 
・口臭や口腔内出血がある 
・体重の増減が推測される見た目の変化がある 
・食事量や食事回数に変化がある 
・下痢や便秘が続いている 
・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 
・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供されていない状況 

等の利用者の心身又は生活の状況に係る情報を得た場合は、それらの情報のうち、主治の

医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必要であると介護支援専門員が判断したものに

ついて、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。なお、ここでい

う「主治の医師」については、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に

限定されないことに留意すること。 

運営基準減算 

の対象 

運営基準減算 

の対象 
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⑭ モニタリング 

の実施 

 

○ 介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービ

ス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り（※）、次に定める

ところにより行わなければならない。 

イ 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること 

ロ 面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次のいずれにも該

当する場合であって、少なくとも2月に1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接する

ときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用

者に面接することができるものとします。 

(1) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を

得ていること。 

(2) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ていること。 

ⅰ利用者の心身の状況が安定していること。 

ⅱ利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

ⅲ介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情

報について、担当者から提供を受けること。 

ハ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

（※）特段の事情とは、利用者の事情による場合を指すものであり、介護支援専門員に起

因する事情は含まれません。特段の事情がある場合は、その具体的な内容を記録しておく

こと。 

○ モニタリングの記録を保存すること（保存期間Ｐ１１参照）。 

◆ 利用者宅への訪問 → 特段の事情なくできていないと運営基準減算対象 

◆ モニタリング → 結果を記録していない状態が１ヶ月以上継続している場合、 

運営基準減算対象 

⑮ 居宅サービス 

計画の変更の必

要性についての

サービス担当者

会議等による専

門的意見の聴取 

○ 介護支援専門員は、次の場合においては、サービス担当者会議の開催により、居宅サー

ビス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めること

（ただし、やむを得ない理由（※）がある場合については、担当者に対する照会等により

意見を求めることができます）。 

ア 居宅サービス計画を新規に作成した場合 

イ 利用者が要介護更新認定を受けた場合 

ウ 利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

※やむを得ない理由は、⑨を参照のこと。 

○ サービス担当者会議の要点や担当者への照会内容を記録し、保存すること（結果的に計

画の変更がない場合を含む）→（保存期間Ｐ１１参照）。 

◇サービス担当者会議 → 開催できていないと運営基準減算対象 

⑯ 居宅サービス 

計画の変更 

（上記③から⑫までは、居宅サービス計画の変更について準用する） 

※利用者希望による軽微な変更（サービス提供日時等の変更）については③～⑫の対応は
不要です。 →「軽微な変更」Ｐ２７ 
 

■指導事例■ 

・居宅サービス計画の内容に変更があったにもかかわらず、居宅サービス計画を変更

していなかった。 

・居宅サービス計画更新時のアセスメントが確認できなかった。 

・居宅サービス計画変更時のアセスメントの内容について不十分な点があった。 

・居宅サービス計画が、アセスメントにより把握された利用者の課題に対応していな

かった。 
 

⑰ 介護保険施設 

への紹介その他

の便宜の提供 

○ 介護支援専門員は、利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難となったと認

める場合又は利用者が介護保険施設への入院(退院)を希望する場合には、介護保険施設へ

の紹介その他の便宜の提供を行うこと（介護保険施設はそれぞれ医療機能等が異なること

に鑑み、主治医に意見を求める等をして介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行

う）。 

運営基準減算 

の対象 

運営基準減算 

の対象 
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⑱ 介護保険施設

との連携 

○ 介護支援専門員は、介護保険施設等から退所(退院)しようとする要介護者から依頼があ

った場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、介護保険施設従

業者等との連携を図り、居宅サービス計画の作成等の援助を行うこと。 

⑲居宅サービス

計画の届出 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（厚

生労働大臣が定めるものに限る。）を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検

討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由を記載するとともに、市町村に届け

出なければならない。 

※訪問介護〔厚告１９別表１注３に規定する生活援助が中心である指定訪問介護に限る。

以下ここでは同じ。〕の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れ

ている場合には、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、

市町村が確認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第

１３条第１８号の２は、一定回数（厚生労働大臣が定める回数）以上の訪問介護を位置

付ける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、当該居宅サービス計

画を市町村に届け出なければならないことを規定している。届出に当たっては、当該月

において作成又は変更(軽微な変更を除く。)した居宅サービス計画のうち一定回数以上

の訪問介護を位置付けたものについて、翌月の末日までに市町村に届け出ることとす

る。なお、ここでいう当該月において作成又は変更した居宅サービス計画とは、当該月

において利用者の同意を得て交付した居宅サービス計画をいう。また、居宅サービス計

画の届出頻度については、一度市が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、１年後

でよいものとする。 

〇 居宅サービス計画に位置付けられた介護保険法施行規則第６６条に規定する居宅サービ

ス等区分に係るサービスの合計単位数（以下ここでは「居宅サービス等合計単位数」とい

う。）が区分支給限度基準額（単位数）に占める割合や訪問介護に係る合計単位数が厚生

労働大臣が定める基準（基準第１３条第１８号の３により厚生労働大臣が定める基準をい

う。）に該当する場合に、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点

から、市が確認し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第

１３条第１８号の３は、当該基準に該当する場合にその必要性を居宅サービス計画に記載

するとともに、当該居宅サービス計画を市に届け出なければならないことを規定するもの

です。当該月において作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービス

計画に位置づけられたサービスが当該基準に該当する場合には、市に届け出ることとしま

す。なお、ここでいう当該月において作成又は変更した居宅サービス計画とは、当該月に

おいて利用者の同意を得て交付をした居宅サービス計画をいいます。また、居宅サービス

計画の届出頻度については、一度市が検証した居宅サービス計画の次回の届出は、１年後

でよいものとします。また、居宅サービス計画の届出頻度について、一度市町村が検証し

た居宅サービス計画の次回の届出は、１年後でよいものとする。 

⑳ 主治の医師等

の意見等 

○ 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ

ョン、居宅療養管理指導及び短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（訪

問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機能型居宅介護（訪問看護サ

ービスを利用する場合に限る。）の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な

場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等との

円滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計画については、意

見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。なお、交付の方法については、対面

のほか、郵送やメール等によることも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の

医師等」については、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定され

ないことに留意すること。特に、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションに

ついては、医療機関からの退院患者において、退院後のリハビリテーションの早期開を推

進する観点から、入院中の医療機関の医師による意見を踏まえて、速やかに医療サービス

を含む居宅サービス計画を作成することが望ましい。 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に医療サービスを位置付ける場合にあっては、当

該医療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うこと。 

○ 医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっては、主治の医師の医

学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重してこれを行うこと。 
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※「⑥課題分析の実施」～「⑫担当者に対する個別サービス計画の提出依頼」の一連の業務については、基本的には

 順番どおりのプロセスに応じて進めるべきものですが、緊急的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効

 率的に行うことを前提とするのであれば、必ずしも業務の順序どおりに行う必要はありません。 

ただしその場合であっても、それぞれに位置付けられた個々の業務は、事後的に速やかに実施し、その結果に基づ

 いて必要に応じて居宅サービス計画を見直すなど、適切に対応しなければなりません。 

 

㉑ 短期入所生活

介護及び短期入

所療養介護の居

宅サービス計画

への位置付け 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を位置

付ける場合にあっては、利用者にとって居宅サービスが在宅生活の維持に繋がるように十

分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除

き、短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が「要介護認定の有効期間の

おおむね半数を超えない」ようにしなければならない。 

※「要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えない」という目安については、個々の利

用者の心身の状況やその置かれている環境等の適切な評価に基づき、在宅生活の維持の

ための必要性に応じて弾力的に運用することが可能であり、要介護認定の有効期間の半

数の日数以内であるかについて機械的な適用を求めるものではない。従って、利用者の

心身の状況及び本人、家族等の意向に照らし、この目安を超えて短期入所サービスの利

用が特に必要と認められる場合においては、これを上回る日数の短期入所サービスを居

宅サービス計画に位置付けることも可能である。 

※利用者が連続して３０日を超えて短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利用する場

合、３０日を超える日以降については、短期入所生活介護費及び短期入所療養介護費は

算定されない〔厚告１９別表８注１４等〕。 

㉒福祉用具貸与

及び特定福祉用

具販売を位置付

ける場合の留意

事項 

 

○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置付け

る場合にあっては、その利用の妥当性を検討（その過程を記録）し、当該計画にその必要

な理由を記載すること。 

○ 福祉用具の適時適切な利用及び利用者の安全を確保する観点から、福祉用具貸与又は特

定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメリ

ット等、利用者の選択に資するよう、必要な情報を提供すること。 

○ 福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後も必要に応じて随時サービス担当者

会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証をした上で、継続して

福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由を再び居宅サービス計画に記載するこ

と。なお、対象福祉用具の場合については、福祉用具専門相談員によるモニタリングの結

果も踏まえること。 

○ 軽度者の福祉用具貸与については、Ｐ２８を参照。 

㉓ 認定審査会意

見等の居宅サー

ビス計画への反

映 

○ 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、認定審査会意見又は指定に係る居

宅サービス等の種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨(居宅サービス等

の種類については、その変更の申請ができることを含む。)を説明し、理解を得た上で、

その内容に沿って居宅サービス計画を作成すること。 

㉔ 指定介護予防

支援事業者との

連携 

○ 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合には、指

定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を図ること。 

㉕ 介護予防支援

業務の委託に関

する留意点 

○ 居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を

受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居

宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

㉖ 地域ケア会議

への協力 

○ 地域包括システムの構築を推進するため位置づけられた地域ケア会議から、個別のケア

マネジメント事例の提供や、資料又は情報の提供の求めがあった場合には、これに協力す

るよう努めること。 

地域ケア会議は、個別ケ－ス支援内容の検討を通じて、法の理念に基づいた高齢者の自

立支援に資するケアマネンジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のための地域包

括支援ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等を行うことによる地域課題の把握

を行うことなどを目的としていることから、指定居宅介護支援事業者は、その趣旨・目的

に鑑み、より積極的に協力することが求められます。 
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参考：「課題整理総括表・評価表の活用の手引き」の活用について【介護保険最新情報 Vol.３７９】 

厚生労働省による①利用者の状態等を把握し、情報の整理・分析等を通じて課題を導き出した過程につい
て、多職種協働の場面等で説明する際に適切な情報共有に資することを目的とした「課題整理総括表」②ケ
アプランに位置付けたサービスについて、短期目標に対する達成度合いを評価することで、より効果的なケ
アプランの見直しに資することを目的とした「評価表」が作成され、その手引きが下記のとおり、発出され
ました。 
これらは、これまでの介護支援専門員による業務における「適切なアセスメント（課題把握）が必ずしも

十分ではない」、「サービス担当者会議における他職種協働が十分に機能していない」、「ケアマネジメン
トにおけるモニタリング、評価が必ずしも十分ではない」といった課題を踏まえて、作成されたものです。
今後の業務にあたり、積極的に活用してください。 
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２ アセスメント・サービス担当者会議・モニタリング  

 （１）居宅サービス計画の作成 

 
利用者宅への訪問 
（訪問→アセスメント） 

できていないと 

運営基準減算対象 

利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行う。  
（施行規則第１4 条第 7 号） 
 
■指導事例■ 

・アセスメント記録がなかった。 

居宅サービス計画原案とは、いわゆる居宅サービス計画書の第１表か
ら第３表まで、第６表及び第７表に相当するものすべてを指すものであ
る。（老企 22 第 2 3(7)⑧） 
※第６表、第７表だけでは、居宅サービス計画とは言えません。  

 
居宅サービス計画原
案の作成 

 
サービス担当者会議
の開催 

できていないと 

運営基準減算対象 

① 新規に計画作成する時 

② 要介護更新認定時 

③ 要介護状態区分の変更認定時 

サービス担当者会議を開催し、サービス担当者の意見を聴取する。→担当
者会議の開催をしない場合、減算対象となってしまいます。 
（ただし、「やむを得ない理由」がある場合は意見照会も可） 
※注意！ 

   上記①～③の場合、「やむを得ない理由」がないにもかかわらず、会議を開催
せずにサービス担当者に対する照会のみを行った場合、減算対象となってし
まいます。 

 
（計画変更時） 
サービス担当者会議の開催、「やむを得ない理由」がある場合は担 当者に対す
る照会等を行わなくてはなりません。 
→担当者会議の開催をしない場合、減算対象となってしまいます。 

■指導事例■ やむを得ない理由  P1６ ⑨ 

・新たに利用を開始するサービス事業者のみを招集してサービス担当者会議

を開催していた(他のサービス事業者を招集していなかった)。 

計画を作成・変更する場合、原案を利用者又は家族に説明し、文書
により利用者の同意を得る。(施行規則第 14 条第 10 号) 
 

 
利用者への居宅サービ
ス計画原案の説明、同
意 

できていないと 

運営基準減算対象 

・利用者には交付したが、サービス担当者に交付していなかった。 

・医療系サービスを位置づけた際に、主治の医師等に意見を求めていなかっ

た、又は、主治の医師等に居宅サービス計画を交付していなかった。 

決定した居宅サービス計画を利用者及びサービス担当者に交付する。  
（施行規則第14条第11号) 

※医療系サービスを位置づけた場合は、主治の医師等に対しても交付する。 

■指導事例■ 

 

 
居宅サービス計画の
交付 

できていないと 

運営基準減算対象 

 
担当者に対する個別
サービス計画の提出
依頼 

居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者等に対し、個別サービス計

画の提出を依頼する。 
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運営基準減算について   P４９ 

（２）居宅サービス計画の作成・変更 

サービスの実施状況を確認し、サービス計画の見直しの必要性を検討するため、次のことを行います。 

 
利用者宅への訪問 

できていないと 

運営基準減算対象 

（特段の事情は除く） 

・モニタリング評価表にあらかじめ評価が印刷されていた。 
・事業所に来てもらっていたため、居宅へ訪問していなかった。 
・家族とは面接したが、利用者本人は不在であった。 

 
モニタリング 

モニタリング結果を記録

していない状態がひと月

以上継続している場合、

運営基準減算対象 

モニタリングの結果を少なくともひと月に１回記録する。 
（施行規則第 14 条第 15 号イ） 
 
■指導事例■ 
 
・モニタリングは実施したが、記録を残していなかった。 
・訪問の日時等の簡単な記録のみが記載され、確認した利用者の状況や
サービス実施状況について具体的に記録されていなかった。 
・モニタリング内容を手帳等に記録したまま、何か月も記録の整理を行
っていなかった。 

居宅介護支援では記録が大切です！ 
 

記録がないとサービス提供の確認ができず、減算や過誤調整等となる可能性があります。 

上記の項目が行われているかを事業所で確認するための参考として 
「訪問・モニタリング・担当者会議実施 確認表」の例を２パターン掲載しました。 

参考様式１ 利用者ごとに毎月の実施状況を管理する方法 
※利用者の今までの経過が一覧で分かるようになります。 
（手書きで記録する場合に向いています。） 

参考様式２ 月ごとに実施状況を管理する方法 
（EXCEL等パソコンで入力し、管理する場合に向いています。） 

※１ この様式はあくまでも参考例であり、この様式で記録を作成・保管しなくてはならないというものではありま
せん。必要に応じて各事業所で確認するためのチェックリストなどを整備する際の参考にしてください。 

※２ この様式は、事業所として実施の確認をするための表であり、その他に、その根拠となる書類（例：訪問記
録、サービス担当者会議議事録、モニタリング記録など）を当然保管しておく必要があります。 

少なくとも１か月に一度利用者利用者及びその家族に面接すること。 
次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも 2月に 1回、利用者の居
宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月におい
てはテレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができる。 
（１） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により

利用者の同意を得ていること。 
（２） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 
ⅰ 利用者の心身の状況が安定していること。 
ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができる
こと。 
ⅲ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは
把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

 
■指導事例■ 
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 ＜居宅介護支援事業者用＞ 

訪問・モニタリング・担当者会議実施 管理表 

 

利用者名                 （被保険者番号          ） №    

 

サービス開始年月    年   月 担当ケアマネ（当初）  

 

認定期間 新・更・変    ．  ．   ～    ．  ． 要介護１・２・３・４・５ 

認定期間 更・変    ．  ．   ～    ．  ． 要介護１・２・３・４・５ 

認定期間 更・変    ．  ．   ～    ．  ． 要介護１・２・３・４・５ 

認定期間 更・変    ．  ．   ～    ．  ． 要介護１・２・３・４・５ 

認定期間 更・変    ．  ．   ～    ．  ． 要介護１・２・３・４・５ 

認定期間 更・変    ．  ．   ～    ．  ． 要介護１・２・３・４・５ 

 

年月 訪問日 モニタ 

リング 

ケアプラン

作成日・ 

変更日 

 

ケアプランの

説明・同意・

交付の有無

（○×） 

担当者会議日 

参加 

サービス 

担当者照会

した 

サービス 

特記 

（区分変更、

入院、ケアマ

ネ変更等） 

 

  ． 

   

 

     

 

 

 

  ． 

   

 

      

 

  ． 

   

 

      

 

  ． 

   

 

      

 

  ． 

   

 

      

 

  ． 

   

 

      

 

  ． 

   

 

      

参考様式１  



25 

氏　名 被保険者番号 保険者名 要介護度 認定年月日
認定更新・
変更

（該当に●）

訪問日
・時間

モニタリン
グ記録

ケアプラン
要変更

（該当に●、
初回は初回
と記載）

ケアプラン
原案

作成・変更
日

サービス担
当者会議
開催年月
日

利用サービス
サービス担
当者会議出

欠
担当者照会

利用者へ
の説明・同
意・交付日

サービス事
業所へのケ
アプラン送付

実績確認 減　算 備考
担当

ケアマネ
管理者
確認

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

出席　・欠席 済　・　未 済　・　未

  

～1

有　・　無

無　・　有有　・　無

2

  

～

給付管理時訪問時 ケアプラン決定後

要介護認定
有効期間

利用者情報 ケアプラン作成・変更時

6

  

～

無　・　有

～ 有　・　無3

  

無　・　有

4

  

～ 有　・　無 無　・　有

5

  

～ 無　・　有

訪問・モニタリング・担当者会議実施　確認表（　　　　　年　　　月分） 参考様式２※この表は、実施の確認・進行管理を行うための表です。根拠となる書類（例：訪問記録、モニタリング記録、サービス担当者会議議事録）も保管しておかなくてはなりません。

有　・　無

有　・　無 無　・　有

7

  

～ 有　・　無 無　・　有

8

  

～ 有　・　無 無　・　有

9

  

～ 有　・　無 無　・　有

10

  

～ 無　・　有有　・　無
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 （３）サービス担当者会議の注意点 

  ○ 別紙 居宅サービス計画 第４表「サービス担当者会議」の記録について 【老企第２９号】 

    サービス担当者会議を開催した時は、当該会議の要点について居宅サービス計画の第４表を作成します。        

    サービス当者会議を開催しない場合や会議に出席できないサービス担当者がいる場合には、サービス担当者 

      に対して行った照会の内容についても、記載する必要があります。 

   ・「会議出席者」 

    当該会議の出席者の「所属（職種）」及び「氏名」を記載し、本人又はその家族が出席した場合には、その 

    旨についても記載します。また、当該会議に出席できないサービス担当者がいる場合には、その者の「所属 

    （職種）」及び「氏名」を記載するとともに、当該会議に出席できない理由についても記入してください。 

    なお、他の書類等により確認することができる場合は、第４表への記載を省略して差し支えありません。 

   ・「検討した項目」 

    当該会議において検討した項目や、当該会議に出席できないサービス担当者がいる場合には、その者に照会 

    （依頼）した年月日、内容及び回答を記載します。また、サービス担当者会議を開催しない場合には、その 

    理由を記載するとともに、サービス担当者の氏名、照会（依頼）年月日、照会（依頼）した内容及び回答を 

    記載します。 

    なお、他の書類等により確認することができる場合は、第４表への記載を省略して差し支えありません。 

  ○ 居宅サービス計画の「軽微な変更」に係るサービス担当者会議 

   ・「軽微な変更」に該当する居宅サービス計画の変更の場合、サービス担当者会議の開催の必要はなく、担当 

    者への照会等により意見を求めることが可能ですが、介護支援専門員がサービス事業所へ周知した方がよい 

    と判断されるような場合などについて、サービス担当者会議を開催することを制限するものでありません。 

   ・居宅サービス計画の「軽微な変更」に該当する変更であるが、サービス担当者会議を開催する必要がある場 

    合には、必ずしも居宅サービス計画に関わる全ての事業所を招集する必要はなく、「やむを得ない理由」が 

       ある場合として照会等により意見を求めることもできます。 

     ・サービス担当者会議を省略しても、変更後の居宅サービス計画の作成、利用者への説明・同意・交付は必要 

       です。 

     ・本来、サービス担当者会議の開催が必要であった変更について、事業所が誤って「軽微な変更」として扱い、 

       サービス担当者会議を行わなかった場合や、変更した居宅サービス計画を利用者及びサービス担当者に交付 

       しなかった場合は、運営基準違反となります。判断に迷うケースについては、市に確認してください。 

 

 

＜居宅サービス計画の「軽微な変更」の内容について＞ 

 
変更内容 「軽微な変更」に該当するケースの例 

1 サービス提供の曜日変更 
利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的なもので、単なる

曜日、日付の変更のような場合 

2 サービス提供の回数変更 同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の増減 

3 利用者の住所変更 利用者の住所変更 

4 事業所の名称変更 単なる事業所の名称変更 

5 目標期間の延長 

目標期間終了後、再度目標の設定を検討した結果、目標設定（課題や期

間）を変更する必要がなく、単に目標設定期間を延長する場合 

※目標設定の再検討は、必ず行ってください。 

6 
福祉用具で同等の用具に変更する

に際して単位数のみが異なる場合 
福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用具の変更 
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7 

目標もサービスも変わらない（利

用者の状況以外の原因による）単

なる事業所変更 

目標もサービスも変わらないが、近隣に新しく開設した事業所に変更す

るような場合 

8 
目標を達成するためのサービス内

容が変わるだけの場合 

第１表の総合的な援助の方針や第２表の生活全般の解決すべき課題、目

標、サービス種別等が変わらない範囲で、目標を達成するためのサービ

ス内容が変わるだけの場合 

9 担当介護支援専門員の変更 
契約している居宅介護支援事業所における担当者の変更（新しい担当者

が利用者や各サービス担当者と面識を有していることが条件） 

「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が基準第１３条第３号～第１２号の一連の業務を行う必要性が

高いかどうかによって、判定すべきとされています。 

 

⇒判断のポイント 

□利用者の希望による変更か。 

□利用者の状態像に変化はないか。 

□サービス担当者会議を開催する必要のない変更であると自信を持って判断できるか。 

 

 

３ ケアプラン作成に当たっての留意点  

（１）福祉用具貸与、特定福祉用具販売を位置付ける場合   【老企 22第 2 3(7)㉑】 

  福祉用具貸与及び福祉用具販売については、その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を

十分検討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、検討の過程

を記録する必要があります。 

・サービス担当者会議を開催し、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を記

載しなければなりません。 

・福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後にも、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、

利用者が継続して福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証したうえで、

継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載しなければ

なりません。 

 ［要介護１の利用者に係る福祉用具貸与について］ 

  次の９品目に関し、要介護１の利用者は原則対象外です（H12厚告第 19号別表 11注４）。 

①車いす ②車いす付属品 ③特殊寝台 ④特殊寝台付属品 ⑤床ずれ防止用具 ⑥体位変換器  

⑦認知症老人徘徊感知機器 ⑧移動用リフト（つり具の部分を除く） 

⑨自動排泄処理装置（交換可能部品を除く） 

   ※⑨は要介護２，３の利用者に対しても、原則対象外 

  ただし、「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」（平成２７年厚生労働省告示第９４号） 

 第３１号のイで定める状態の者の場合は、「例外的に対象とする」ことができます。 

 

「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」（平成２７年厚生労働省告示第９４号）第３１号のイ 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者 厚生労働大臣が定める者に該当する基本調査の結果 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者 
厚生労働大臣が定める者に該当する

基本調査の結果 

ア 車いす及び 

車いす付属品 

次のいずれかに該当するもの 
(1) 日常的に歩行が困難な者 
(2) 日常生活範囲において移動の支援
が特に必要と認められる者 

基本調査 1-7「３. できない」 
－（※注） 

イ 特殊寝台及び

特殊寝台付属品 

次のいずれかに該当するもの 
(1) 日常的に起きあがりが困難な者 
(2) 日常的に寝返りが困難な者 

基本調査 1-4「３. できない」 
基本調査 1-3「３. できない」 
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ウ 床ずれ防止用

具及び体位変換器 

日常的に寝返りが困難な者 基本調査 1-3「３. できない」 

エ 認知症老人徘

徊感知機器 

次のいずれにも該当するもの 
(1) 意見の伝達、介護者への反応、 
   記憶又は理解のいずれかに支障が 
   ある者 
(2) 移動において全介助を必要としな 
  い者 

基本調査 3-1 
「１. 調査対象者が意見を他者に伝
達できる」以外 
又は基本調査 3－2～3－7 のいずれか
「２．できない」又は基本調査 3-8～
4－15 のいずれか「１．ない」以外 
その他、主治医意見書において、認
知症の症状がある旨が記載されてい
る場合も含む。 
基本調査 2-2「４．全介助」以外 

オ 移動用リフト

（つり具の部分を

除く） 

次のいずれかに該当するもの 
(1) 日常的に立ち上がりが困難な者 
(2) 移乗が一部介助又は全介助を必要 
   とする者 
(3) 生活環境において段差の解消が必要と

認められる者 

基本調査 1-8「３. できない」 
基本調査 2-1「３. 一部介助」又は
「４．全介助」－（※２） 

カ 自動排泄処理

装置 

次のいずれにも該当するもの 

(1) 排便が全介助を必要とするもの 

(2) 移乗が全介助を必要とするもの 

基本調査 2-6「４．全介助」 

基本調査 2-1「４．全介助」 

  ※注 該当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員のほか軽度者の状

態像について適切な助言が可能な者が参加するサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメント

により指定居宅介護支援事業者が判断することとなる。なお、この判断の見直しについては、居宅サー

ビス計画に記載された必要な理由を見直す頻度（必要に応じて随時）で行うこととする。 

  ○ 自動排泄処理装置について 

    自動排泄処理装置（尿のみを自動に吸引する機能のものを除く）に関しては、要介護１～３の利用者は、原

則対象外です（H12厚告第 19号別表11注４）。ただし、「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」

（平成２７年厚生労働省告示第９４号）第３１号のイで定める状態の者の場合は、「例外的に対象とする」

ことができます。 

      「例外的に対象とする」場合には・・・  [老企 36 第二 9(2)] 

（１）要介護１の利用者（以下、「軽度者」という。）の「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成１

１年厚生省告示第９１号）別表第１の調査票のうち基本調査の直近の結果の中で必要な部分（実施日時、

調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該軽度者の状態像の確

認が必要な部分）の写しを市町村から入手しなければなりません。  

ただし、当該軽度者がこれらの結果を介護支援専門員へ提示することに、あらかじめ同意していない

場合については、当該軽度者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手しなければなりません。 

（２）当該軽度者の調査票の写しを指定福祉用具貸与事業者へ提示することに同意を得たうえで、市町村よ

り入手した調査票の写しについて、その内容が確認できる文書を指定福祉用具貸与事業者へ送付しなけ

ればなりません。当該軽度者の調査票の写しを指定福祉用具貸与事業者へ提示することに同意を得たう

えで、市町村より入手した調査票の写しについて、その内容が確認できる文書を指定福祉用具貸与事業

者へ送付しなければなりません。 

 （３）対象外種目アの（２）「日常生活範囲において移動の支援が特に必要と認められる者」及びオの（３）

「生活環境において段差の解消が特に必要と認められる者」については、該当する基本情報がないため、

主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員のほか、軽度者の状態像について適切な助言が可能な

者が参加するサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより指定居宅介護支援事業者が

判断します。 

   （４）上記（１）で確認した状態に関わらず、利用者の状態像が、次のⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当

する旨について、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方法によ

り、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記載され、かつ、サービス担当者会議等を通
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じた適切なケアマネジメントにより福祉用具が特に必要であると判断される場合にあっては、これらに

ついて、市町村が書面等確実な方法により確認することにより、判断することができます。なお、この

場合において、介護支援専門員は、指福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見及び医師

の名前について確認があったときには、利用者の同意を得て、適切にその内容について情報提供しなけ

ればなりません。  

ⅰ） 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に第９４号告

示三一のイに該当する者（例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）  

ⅱ） 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第９４号告示三一のイに該当するこ

とが確実に見込まれる者（例 がん末期の急速な状態悪化）  

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から第９４号

告示三一のイに該当すると判断できる者（例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥 

下障害による誤嚥性肺炎の回避）  

（注）括弧内の状態は、あくまでもⅰ）～ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したに過ぎず、

括弧内の状態以外の者であっても、ⅰ）～ⅲ）の状態であると判断される場合もありえます。 

 

 

（２）訪問介護を位置付ける場合 

○ 介護保険の訪問介護サービスとして提供できる内容については、『訪問介護におけるサービス行為ごとの区

分等について』（老計１０）に規定される範囲となります。 

○ 居宅サービス計画に「生活援助」を位置付ける場合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由

その他やむを得ない事情の内容について記載しなければなりません。 

※同居家族がいる場合は、その家族が家事を行うことが困難である障害、疾病等を明確にしておくこと。 

なお、利用者家族が障害や疾病でなくてもその他の事情により家事が困難な場合も利用可能な場合がありま

す（例えば、家族が高齢で筋力が低下していて、行うのが難しい家事がある場合や、家族が介護疲れで共倒

れ等の深刻な問題が起きてしまうおそれがある場合、家族が仕事で不在の時に行わなくては日常生活に支障

がある場合など）。 

①通院・外出介助の取扱いについて 

通院・外出介助（身体介護）については、居宅を起点・終点としても、複数の目的地間の介護報酬の算定

は基本的に認めていませんでしたが、厚生労働省の見解に準じて、本市でも目的地を複数有する場合≪居

宅→目的地（病院等）→目的地（病院等）→居宅≫でも、利用者の心身の状態を踏まえ、必要性と合理的

理由が認められる場合は、目的地間も含めて介護報酬を算定可能としました（平成 22 年７月サービス提供

分から適用）。 

利用者の心身の状態を踏まえ、必要性と合理的理由が認められる場合とは、次の１及び２のいずれにも該

当する場合とします。 

１．複数の目的地が、いずれも通院・外出介助の目的地として適切であり、かつ居宅を起点・終点として

いることが前提であること。特に、買い物の場合は、日常生活に必要な日用品の購入等に限られるこ

と。 

２．目的地ごとに居宅を起点・終点とするよりも１回の外出の目的地を複数にすることで、居宅を介した

一連のサービス行為として効率的に目的を達成することができること。 

※なお、「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合」（９８単位）については、従来の取扱

いに変更はなく、居宅でのサービス提供を含む往路、復路それぞれが独立したサービス提供として介護

報酬の算定が行われるため、目的地間（「病院→病院」等）については介護報酬の算定外となります。 

②院内介助について 

・院内介助できるのは、原則、待合室や出入り口から診察室・処置室等までの通路部分、トイレ内等（以下、

「待合室等」という。）に限ります。 
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・診察室や処置室、レントゲン室などの室内は、院内介助の範囲には含みません（これらの室内では医療機

関の看護師等が対応すべきものです）。 

・待合室等における身体介助は、次の例示のように実際に介助をした時間のみを算定します（単なる見守り

などの時間は除外）。 

           例） 
            時間 9：00～      9:20～     9：47～   10：15～   10：27～ 
              9：03      9：35    9：50    10：18      10：30  

 
            動き 

 
 
 
 
 
 
       算定可 否 
 
       算定時 間 

 
※院内にいた時間は 90 分だが、身体介護として算定できるのは 27 分⇒30 分として算定 

 

【手順】 

①院内での介助が必要かどうか、介護支援専門員が判断する。 

②通院予定の医療機関に、院内スタッフによる院内介助が可能かどうかを確認する。 

③担当者会議を開催し、①②を踏まえた検討を行う。 

④ここまでの手順によって、訪問介護事業所による院内介助（身体介助）が必要と判断した場合、介護支

援専門員が居宅サービス計画にその旨を位置付ける。 

⑤訪問介護事業所は、④で作成された居宅サービス計画に基づき訪問介護計画に院内介助を位置付ける。 

【留意事項】 

・利用者（受診者）が認知症等のため、代わりに訪問介護員が医師等へ情報を提供したり、医師から診察

結果等を聞き取ったりする行為については、身体介助には含みません（介護保険外サービスとして利用

者と事業所間で別途契約に基づくサービス提供を妨げるものではありません）。 

・算定時間については、平均的な院内介助時間をあらかじめ設定し、計画に位置付けてください。 

・特別な事情等により、別途判断が必要な場合は市にご相談ください。 

③「散歩」の取扱いについて  

訪問介護における「散歩の同行」について、本市では以下のとおり取扱いに関する留意事項をまとめてい 

ます。居宅サービス計画書等の作成にあたっては、次の点にご留意ください。  

１．「単に趣味嗜好により行う散歩」については、公的なサービスとして提供される内容としては不適切と考

えますので、ご家族及びボランティア等の介護給付以外のサービスの活用を十分検討してください。  

２．「リハビリテーションや機能訓練を目的とした散歩」については、医師等の意見も参考にサービス担当者

会議において、訪問リハビリテーション、訪問看護、通所介護及び通所リハビリテーション（以下「訪問

リハビリテーション等」という。）の活用を十分検討してください。  

ただし、特別な事情により、必要な訪問リハビリテーション等のサービスが受けられない場合は、適切な

ケアマネジメントに基づき、訪問介護による散歩の必要性について検討してください。  

３．次のいずれにも該当し、適切なケアマネジメントに基づき訪問介護による散歩の必要性が認められる 

場合に限り、自立支援のための見守り的援助（自立支援、ＡＤＬ向上の観点から安全を確保しつつ常時 

介助できる状態で行う見守り等）【平成１２年３月１７日付け老計第１０号 訪問介護におけるサービス

行為ごとの区分等について】として算定できるものとします。  

・自ら散歩することが自立支援、日常生活活動の向上の観点から有効であること。  

・自ら散歩をする場合に、安全を確保しつつ常時介助できる状態での見守りが必要であること。  

４．上記の１から３に基づき、散歩の同行サービスを開始した後も、サービス担当者会議において、その 
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サービスの継続の必要性について検証した上で、継続が必要な場合には、その理由を居宅サービス計画及

び介護予防サービス計画書等に記載してください。  

また、モニタリングの結果を検討し、必要に応じてサービス内容を変更するなど利用者の有する解決 

すべき課題に即した適切なサービス提供に努めてください。 

④訪問回数の多い利用者への対応について 

・訪問介護における生活援助中心型サービスについては、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効

活用等の観点から、通常の利用状況からかけ離れた利用回数となっているケアプランについて、ケアマネジ

ャーに市町村への届出を義務付け、そのケアプランについて、市町村が地域ケア会議の開催等により検証を

行うこととしています。 

・届出の対象となる訪問介護の種類は生活援助中心型サービスとし、届出の要否の基準となる回数は、要介

護度別の「全国平均利用回数＋２標準偏差（２ＳＤ）（※）」を基準とします。 

（※）全国での利用回数の標準偏差に２を乗じた回数 

・具体的には、直近の１年間の給付実績（全国）を基に、各月における要介護度別の「全国平均利用回数＋

２ 標準偏差（２ＳＤ）」の回数を算出した上で、要介護度別に最大値となる月の回数を用いることとし、

要介護状態区分に応じてそれぞれ１月あたり以下の回数とします。 

 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回 

※本対応の適用期日は平成３０年１０月１日です。 

・届出にあたっては、当該月において作成又は変更（Ｐ２７の軽微な変更を除く）した居宅サービス計画の

うち一定回数以上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に届け出ることとします。

なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を

得て交付をした居宅サービス計画を言います。なお、本対応は平成３０年１０月１日より施行されるため、

同年１０月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行うこととします。 

（３）介護職員等によるたんの吸引等について 

居宅等において、たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）や経管栄養（胃ろう又は腸ろう、

経鼻経管栄養）を行うことが可能です。ただし、実施できるのは、医師の指示、看護師等との連携の下にお

いて、介護福祉士（※平成２８年度以降＝平成２９年１月の国家試験合格者以降）や介護職員等（具体的に

は、一定の研修を修了し、県知事が認定したホームヘルパー等の介護職員、上記以外の介護福祉士、特別支

援学校教員、経過措置対象者等）に限られます。 

※詳しくは、「介護情報サービスかながわ」を参照してください。  

－「書式ライブラリー」－「１４ 介護職員等によるたんの吸引・経管栄養」 

（４）訪問サービスの行われる利用者の居宅について   【老企３６第二の１（６）】 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、法第８条第 2 項の定義上、要介護者の

居宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以外で行われるものは算定できません。 

（法第 8条第 2項に規定する居宅） 

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、養護老人ホームの居宅を含む。 

例えば、訪問介護の通院・外出介助については、利用者の居宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通

機関への乗降、移送中の気分の確認、（場合により）院内の移動等の介助などは要介護者の居宅以外で行わ

れますが、これは居宅において行われる目的地（病院等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみ

なし得るためです。よって、居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の移動等の介

助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算定することはできません。 

（５）複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

【老企３６第 二の１（５）】 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置付けます。 
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例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に１００分間訪問し、夫に５０分の訪問介護（身体介護中心の場

合）、妻に５０分の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ所定単位が算定され

ます。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分けます。また、要介護者と要支援

者等がいる世帯において同一時間帯に訪問介護及び介護保険法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する

第１号訪問事業（指定事業者によるものに限る。）を利用した場合も同様に、訪問介護費の算定に当たって

は、要介護者へのサービスに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置付けること。生活援助

についても、適宜所要時間を振り分けた上で、要介護者に係る訪問介護費を算定すること。 

（６）緊急に訪問介護を行った場合（平成 12年厚生省告示第 19号 １ 訪問介護費 注 14） 

訪問介護費のイ（身体介護が中心である場合）について、利用者又はその家族等からの要請に基づき、指

定訪問介護事業所のサービス提供責任者が指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と連携し、当該介護支

援専門員が必要と認めた場合に、当該訪問介護事業所の訪問介護員等が当該利用者の居宅サービス計画にお

いて計画的に訪問することになっていない指定訪問介護を緊急に行った場合、訪問介護事業所は 1 回につき

１００単位を加算します。 

※当該加算は訪問介護事業所が、加算要件を満たした場合に算定可能とされている加算です。 

（７）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて   【老企３６第二の１（４）】 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とします。 

ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利

用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必要

があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定されます。 

例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセスメントを通じて、利用者の心身の状況

や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要であると判断され、30 分以上１時間未満の訪

問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場

合、訪問介護費、訪問看護費それぞれ算定されます。 

（８）医療系サービスを位置付ける場合 

○ 訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、居宅療養管理指導、短期入所療養介護、定

期巡回随時対応型訪問介護看護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小規模多機能型居宅

介護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）を居宅サービス計画に位置付ける場合には、当該医療系

サービスに係る主治の医師等の指示を確認する必要があります。そのため、利用者の同意を得た上で主治の

医師の意見を求めなければなりません。 

○ 主治の医師等とのより円滑な連携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計画については、

意見を求めた主治の医師等に交付しなければなりません。なお、交付の方法については、対面のほか、郵送

やメール等によることも差し支えありません。また、意見を求める「主治の医師等」については、要介護認

定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定されるものではありません。 

【指導事例】 

・主治の医師等に意見を求めたことが確認できなかった。  

・主治の医師等に居宅サービス計画を交付したことが確認できなかった。 

（９）居宅療養管理指導に基づく情報提供について 

○ 医師、歯科医師、薬剤師又は看護職員が居宅療養管理指導を行った場合、介護支援専門員に対する居宅サー

ビス計画の策定等に必要な情報提供を行わなければなりません。情報を受けた介護支援専門員は、居宅サー

ビス計画の策定等に当たり、当該情報を参考にしてください。 

（１０）医療保険と介護保険の関係について 

要介護認定を受けている利用者に対して訪問看護を提供する場合、介護保険の訪問看護を算定することが

原則ですが、末期の悪性腫瘍及び下記「厚生労働大臣が定める疾病等」に該当する利用者に対しては、医療

保険の訪問看護を位置付けなければなりません。 
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【厚生労働大臣が定める疾病等】 

① 多発性硬化症 ②重症筋無力症  ③スモン  ④筋萎縮性側索硬化症 ⑤脊髄小脳変性症  

⑥ハンチントン病 ⑦進行性筋ジストロフィー症  ⑧パーキンソン病関連疾患 ⑨多系統萎縮症  

⑩プリオン病  ⑪亜急性硬化性全脳炎   ⑫ライソゾーム病    ⑬副腎白質ジストロフィー  

⑭脊髄性筋萎縮症 ⑮球脊髄性筋萎縮症 ⑯慢性炎症性脱随性多発神経炎 ⑰後天性免疫不全症候群  

⑱頚髄損傷  ⑲人工呼吸器を使用している状態  

（１１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスとの連携について 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスを居宅サービス計画に位置付ける際、アセスメントから居宅

サービス計画の作成等に至るケアマネジメントの流れは、他の介護サービスと同様ですが、具体的なサービ

ス提供の日時等は当該事業所において決定され、当該事業所よりその内容について居宅介護支援事業所に報

告することとされており、報告を受けた後に、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行う必要があります。 

（１２）通所介護・通所リハビリテーションのサービス開始時間及び終了時間について 

サービス提供にあたっては、利用者ごとに定めた通所介護計画における通所介護サービスの内容、利用者

当日のサービスの提供状況、家族の出迎え等の都合でサービス提供の開始・終了のタイミングが利用者ごと

に前後することはあり得るものであり、また利用者ごとに策定した通所介護計画に位置付けられた内容の通

所介護が一体的に提供されていると認められる場合は同一単位で提供時間数の異なる利用者に対してサービ

ス提供を行うことも可能です。 

（１３）通所系サービスにおける送迎実施の有無について 

通所系サービスを利用する利用者について、居宅サービス計画に送迎の必要性について（片道か往復か等）

位置づける必要があります。また、利用者に対し、居宅と事業所との間の送迎を行わない場合については、

片道につき 47単位を減算します（お泊りサービス等の利用時を含む）。 

（１４）通所系サービス・福祉用具貸与に係る体験利用について 

通所系サービスや福祉用具貸与等のサービスにおいて、「体験利用」、「お試し期間」として利用料を負

担しないことは、利用者間で公平性に欠ける事から認められません。 

※無料での体験利用を依頼しないようにしてください(単なる見学は無料でも差し支えありません)。 
※なお、福祉用具の選定時（フィッティング）に限っては、（介護予防）福祉用具貸与の具体的取扱方針の
中で「指定（介護予防）福祉用具貸与の提供の一部である」とされており、利用料を徴収することは望ま
しくないことから、無料とすることもできます。 

（１５）介護予防サービス等の介護報酬の算定等について 

○ 月途中で介護付有料老人ホーム（介護予防特定施設入所者生活介護）へ入居（又は退所）する者が、訪問介

護相当サービス等を利用する場合、訪問介護相当サービス費については、ひと月から介護予防特定施設入居

者生活介護等の利用日数を減じて得た日数により日割りで請求します。 

○ 介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を利用している間は、訪問介護相当サービス費等

は算定できません。訪問介護相当サービス等に係る介護報酬は、ひと月から介護予防短期入所生活介護又は

介護予防短期入所療養介護の利用日数を減じて得た日数により日割りで請求します。 

○ 訪問介護相当サービス等を利用している者が月途中から公費適用となった場合、日割り算定を行いますが、

月の途中から公費適用ではなくなった場合も日割り算定を行います。 

（１６）サービス種類相互の算定関係について 

○ 特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域密着型特定施設入居者生活介護を受け

ている間は、その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅療養管理指導

費を除く。）は算定しません。ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必

要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の指定居宅サービス又は指定地

域密着型サービスを利用させることは差し支えありません。 

○ 短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間は、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪

問リハビリテーション費、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡回・随時対応型訪問介護

看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介
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護費及び看護小規模多機能型居宅介護支援費は算定しません。 

○ 同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービスの所定単位数は算定できません。

例えば、利用者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行うことについて、

訪問介護の生活援助は、本人の安否確認・健康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介

護（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できません（利用者不在時の訪問サービスの取扱いについ

ては、当該時間帯に通所サービスを利用するかどうかに関わらず同様です）。 

○ 福祉用具貸与費は、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている者にも算定が可能です。ただし、

これは例えば、自宅に貸与したベッドを置いている状態で、数日間、短期入所サービス事業所を利用しても、

その間の福祉用具貸与費の算定が可能という意味です。車いすなど介護に必要な用具については短期入所サ

ービス事業所で用意すべきものであり、利用者が福祉用具の貸与を受けて、それを短期入所サービス事業所

に持ち込むことを認めているものではありません。 

（１７）施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について   【老企３６第二の１（３）】 

○ 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービス終了日（退

所・退院日）には、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテーシ

ョン費は算定できません。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できますが、施設サービスや短期入所サ

ービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械

的に組み込むといった居宅サービス計画は適正ではありません。 

○ 入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に算定できます。ただし、

入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適

正ではありません。 

○ 施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養型医療施設の試行的退所を行っている

場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できません。 

（１８）同一建物等に居住する利用者の減算について 

【訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハビリテーション】 

以下に該当する利用者にサービスを行った場合は所定単位数の 90/100の単位数で算定します。 

①事業所の所在する建物と「同一敷地内」若しくは「隣接する敷地内」の建物又は事業所と同一の建物（以 

下、「同一敷地内建物等」という。）に居住する建物の利用者 

②当該事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除

く。）の利用者 

※①について、同一敷地内建物等に居住する利用者の人数が１月あたり 50 人以上の場合は所定単位数の

85/100の単位数で算定します。 

【居宅療養管理指導】 

単一建物に居住する複数の利用者に対し、居宅療養管理指導のサービス提供を行った際は、該当する「当該

建物に居住する利用者の人数に対して行う場合」の単位数を算定します。 

【通所介護・通所リハビリテーション】 

事業所と同一建物に居住する者又は事業所と同一建物から事業所に通う者に対し、サービスを行った場合は、

所定単位数を減算します。 

（１９）担当者に対する個別サービス計画の提出依頼について 

居宅サービス計画と個別サービス計画との連動性を高め、居宅介護支援事業者とサービス提供事業者の意

識の共有を図るため、担当者に居宅サービス計画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス計画の提

出を求め、居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性について確認することとされています。

なお、介護支援専門員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図ることが重要であることから、居宅サ

ービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性の確認については、居宅サービス計画を担当者に交付した

ときに限らず、必要に応じて行うことが望ましいものです。 

（２０）地域ケア会議への協力について 
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地域包括システムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護保険法上に位置付けられ、関係者等は会議

から資料又は情報の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めることについて規定されました。

地域ケア会議は、個別ケ－ス支援内容の検討を通じて、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケア

マネンジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構築及び個別ケ

ースの課題分析等を行うことによる地域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、指定居宅介

護支援事業者は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力することが求められます。そのため、地域ケア

会議から個別のケアマネンジメントの事例の提供の求めがあった場合には、これに協力すよう努めなければ

なりません。 

（２１）複数の事業所で同一のサービスを位置づける場合について 

複数の事業所で同一のサービスを位置付けても、いずれか一つの事業所でのみ算定可能な加算がありま

す。 

【指導事例】 

・ある利用者について、２箇所の通所介護事業所で口腔機能向上加算を算定していた。 

 

Ⅳ 介護報酬請求上の注意点について 

１ 基準請求における取扱い  

（１）取扱件数による居宅介護支援費の算定方法    【厚告２０別表イ注１、老企３６第三の７】 

居宅介護支援費は取扱件数によって（Ⅰ）とＩＣＴ等を活用する（Ⅱ）に分かれています。 

【居宅介護支援費（Ⅰ）】 

・居宅介護支援費(i)  

取扱件数が 45未満である場合又は 45以上である場合において、45未満の部分について算定します。  

・居宅介護支援費(ⅱ)  

取扱件数が 45以上である場合において、45以上 60未満の部分について算定します。  

・居宅介護支援費(ⅲ)  

取扱件数が 40以上である場合において、60以上の部分について算定します。 

【居宅介護支援費（Ⅱ）】 

 情報通信機器（人工知能関連技術を活用したものを含む。）の活用又は事務職員の配置を行っている指定居宅介護

支援事業者が、利用者に対して指定居宅介護支援を行い、かつ、月の末日において給付管理票を提出している場合

について次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定します。 

・居宅介護支援費(i)  

取扱件数が 50未満である場合又は 50以上である場合において、50未満の部分について算定します。  

・居宅介護支援費(ⅱ)  

取扱件数が 50以上である場合において、50以上 60未満の部分について算定します。  

・居宅介護支援費(ⅲ)  

取扱件数が 45以上である場合において、60以上の部分について算定します。 

○ 情報通信機器（人工知能関連技術を含む。）の活用 

情報通信機器（人工知能関連技術を含む）については、当該事業所の介護支援専門員が行う指定居宅介護支援等基

 取扱件数 要介護 1・要介護 2 要介護 3・要介護 4・ 要介護 5 

居宅介護支援費（ⅰ） 45件未満 1,086単位／月  1,411単位／月 

居宅介護支援費（ⅱ） 45件以上～60件未満   544単位／月   704単位／月 

居宅介護支援費（ⅲ） 60件以上   326単位／月   422単位／月 

 取扱件数 要介護 1・要介護 2 要介護 3・要介護 4・ 要介護 5 

居宅介護支援費（ⅰ） 45件未満  1,076単位／月  1,398単位／月 

居宅介護支援費（ⅱ） 45件以上～60件未満   522単位／月   677単位／月 

居宅介護支援費（ⅲ） 60件以上   313単位／月   406単位／月 
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準第 13条に掲げる一連の業務等の負担軽減や効率化に資するものとするが、具体的には、例えば、 

・当該事業所内外や利用者の情報を共有できるチャット機能のアプリケーションを備えたスマートフォン 

・訪問記録を随時記載できる機能（音声入力も可）のソフトウエアを組み込んだタブレット等とする。 

この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

○ 事務職員の配置 

事務職員については、当該事業所の介護支援専門員が行う指定居宅介護支援等基準第１３条に掲げる一連の業務等

の負担軽減や効率化に資する職員とするが、その勤務形態は常勤の者でなくても差し支えない。なお、当該事業所

内の配置に限らず、同一法人内の配置でも認められるが、常勤換算で介護支援専門員１人あたり、１月２４時間以

上の勤務を必要とする。 

○ 居宅介護支援費の割り当て 

居宅介護支援費（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）の利用者ごとの割り当ては、利用者の契約日が古いものから順に、１件目から

４４件目（常勤換算方法で１を超える数の介護支援専門員がいる場合は、4５にその数を乗じた数から１を減じた

件数まで）については居宅介護支援費（Ⅰ）を算定し、４５件目（常勤換算方法で１を超える数の介護支援専門員

がいる場合は、４５にその数を乗じた件数）以降については、取扱件数に応じ、それぞれ居宅介護支援費（Ⅱ）又

は（Ⅲ）を算定します。ただし、居宅介護支援費（Ⅱ）を算定する場合は、「４４件目」を「４９件目」と、「４

５」を「５０」と読み替える。 

【取扱件数の算定方法】 

指定居宅介護支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行っている者をいう。）の総数に指定介護予防支援

事業者から委託を受けた指定介護予防支援に係る利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数を当該事業所の

常勤換算方法により算定した介護支援専門員の員数で除して得た数により該当する区分を適用する。 

 

                      

上記の説明を計算式にすると次の表になります。 

これを毎月計算し、Ｃで算出された取扱件数に応じた段階の居宅介護支援費を請求することになります。 

 

【Ａ．事業所全体の利用者数】 

  介護度別に人数を記入。介護予防支援は受託件数×1/3の数字を記入。 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 介護予防支援受託件数×1/3 

 

   人 

 

   人 

 

   人 

 

   人 

  

   人 

           (ﾛ) 

               件 

                           

                    (ｲ) 

合計      件 

(ｲ)＋(ﾛ)        

             件 

 

【Ｂ．常勤換算方法により算定した介護支援専門員の員数】 

 ※ 計算は、暦月で行うこと。 

                             

【Ｃ Ａ÷Ｂ＝取扱件数】 

                                    件 

（２）途中での変更（要介護 ⇔ 要支援、小規模多機能型の利用）    【老企３６第三の２、３】 

①月の途中で、事業者の変更がある場合 

利用者に対して月末時点で居宅介護支援を行い給付管理票に国保連合会に提出する事業所について居宅介護

援費を算定します。したがって、月の途中で事業者の変更があった場合には、変更後の事業者についてのみ

居宅介護支援費を算定します（ただし、月の途中で他市町村に転出する場合を除く）。 

②月の途中で要介護度に変更があった場合 
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要介護度が要介護度１又は２から、要介護度３から５までに変更となった場合の取扱いは、月末時点におけ

る要介護度区分に応じた報酬を請求します。 

③月の途中で他市町村に転出する場合 

転出の前後のそれぞれの支給限度額は、それぞれの市町村で別々に管理することになるため、転入日の前日

までの給付管理票と転入日以降の給付管理票を別々に作成します。この場合、それぞれの給付管理票を同一

の居宅介護支援事業者が作成した場合であっても、それぞれに居宅介護支援費が算定されます。 

（３）介護予防支援業務の委託について  

指定介護予防支援の業務委託について、１つの指定居宅介護支援事業所に委託できることができる件数に制

限はありませんが、業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、指定居宅介護支援の業務が適

正に実施できるよう配慮しなければなりません。 

 

 

２ 加算・減算  

加       算 

1 初回加算  300単位/月 

2 特定事業所加算 （Ⅰ）519単位/月 （Ⅱ）421単位/月 

（Ⅲ）323単位/月 （Ａ）114単位/月 

3 特定事業所医療介護連携加算  125単位/月 

4 入院時情報連携加算 (Ⅰ) 250単位/月 (Ⅱ)200単位/月 

5 退院・退所加算  (Ⅰ)イ 450単位/回 (Ⅰ)ロ 600単位/回 

(Ⅱ)イ 600単位/回 (Ⅱ)ロ 750単位/回 

(Ⅲ) 900単位/回 

6 通院時情報連携加算 50単位/回 

7 緊急時等居宅カンファレンス加算   200単位/回 

8 ターミナルケアマネジメント加算 400単位/回 

9  特定事業所集中減算 ▲200単位/月 （※全プラン ６月間） 

10 運営基準減算  

▲ 所定単位数の 100分の 50/月 

▲ 所定単位数は算定しない 

(運営基準減算が２月以上継続している場合) 

減        算 

11 高齢者虐待防止措置未実施減算  ▲ 所定単位数の 100分の 1/月 

12 業務継続計画未策定減算  ▲ 所定単位数の 100分の 1/月 

13 同一建物等減算  ▲ 所定単位数の 100分の 5/月 

（１）初回加算 ３００単位／月  

○ 新規（①新規に居宅サービス計画を作成する場合、②要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計

画を作成する場合、③要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合）に

居宅サービス計画を作成する際の居宅介護支援費に加算します。ただし、運営基準減算に該当する場合は算

定できません。  

（２）特定事業所加算  【厚告２０別表ハ、厚労告９５八十四、老企３６第三の１１】 

○ 中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高い人材の確保、医療・介護連携への積極的な取

組等を総合的に実施することにより質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、地域におけ

る居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上に資することを目的とするものです。  

ただし、特定事業所加算(Ⅰ)から特定事業所加算(Ⅲ)、特定事業所加算（A）のいずれかの加算を算定して

いる場合においては、特定事業所加算(Ⅰ)から特定事業所加算(Ⅲ)、特定事業所加算（A）のその他の加算は

算定しません。 
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（１）特定事業所加算（Ⅰ）： 5１９単位／月 

≪算定要件≫  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 常勤かつ専従の主任介護支援専門員を２名以上配置していること。 

② 常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配置していること。 

③ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開 

すること。 

④ ２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。 

⑤ 算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護３～要介護５である者の割合が４割以上であること。 

⑥ 介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。 

⑦ 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、居宅介護支援を提供している

こと。 

⑧ 家族に対する介護を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者

への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修会に参加していること。 

⑨ 運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

⑩ 介護支援専門員１人当たりの利用者の平均件数が４５名未満であること。ただし、居宅介護支援費（Ⅱ）

を算定している場合は５０名未満であること。 

⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体

制を確保していること。 

⑫他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修等を実施していること。 

⑬必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービス（介護給付等対象

サービス（法第２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスをいう。）以外の保健医療サービス又は

福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等をいう。）が包括的に居宅サービス

計画を作成していること。 

（２）特定事業所加算（Ⅱ）： 4２１単位／月 

≪算定要件≫ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件の②、③、④、⑥、⑦、⑧、⑨、⑩、⑪、⑫及び⑬を満たすこと。 

② 常勤かつ専従の主任介護支援専門員を配置していること。 

（３）特定事業所加算（Ⅲ）： ３２３単位／月 

≪算定要件≫ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件の③、④、⑥、⑦、⑧、⑨、⑩、⑪、⑫及び⑬を満たすこと。 

② 特定事業所加算（Ⅱ）の算定要件の②を満たすこと。 

③ 常勤かつ専従の介護支援専門員を２名以上配置していること。 

（４）特定事業所加算（Ａ）： １１４単位／月 

≪算定要件≫ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件の③、④、⑥、⑦、⑧、⑨、⑩、⑪、⑫及び⑬を満たすこと 

② 特定事業所加算（Ⅱ）の算定要件の②に適合すること。 

③ 常勤かつ専従の介護支援支援専門員を１名以上配置していること。 

④ 専ら指定居宅介護支援の提供にあたる介護支援専門員を常勤換算方法（当該事業所の従業者の勤務延時間

数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所従業者の員数

に換算する方法をいう。）で１以上配置していること。ただし、当該介護支援専門員は他の居宅介護支援

事業所（①で連携している他の居宅介護支援事業所がある場合は、当該事業所に限る。）の職務と兼務し

ても差し支えありません。 

○特定事業所加算について 

○ 基本的取扱方針 
＜特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）又は（Ａ）の対象となる事業所＞ 
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・特定事業所加算制度の対象となる事業所は、以下の要件を満たす必要があります。 
① 公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること。 
② 常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケースで
も適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援事業所であること。 
本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、趣旨に掲げる趣旨に合致した適切
な運用を図られるよう留意すること 

○ 情報の提供 
特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報公表を行うほか、積極的に特定事業所加

算取得事業所である旨を表示するなど利用者に対する情報提供を行う必要があります。また、利用者に対
し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できるよう説明を行ってください。 
○ 手続き 
本加算の要件を満たさなくなった場合は、直ちに加算取下げの届出を行ってください。なお、本加算を取

得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関する所定の記録を作成し、５年間保存す
るとともに、都道府県知事等から求めがあった場合については、提出しなければなりません。 

【指導事例】 

・介護支援専門員についての個別具体的な研修計画が不十分であった。 

○要件の解説 

【特定事業所加算（Ⅰ）】 

＜厚労告９５第八十四号 イ＞ ＜老企３６第三の１１＞ 

（１） 専ら指定居宅介護支援の提
供に当たる常勤の主任介護支援専
門員を２名以上配置しているこ
と。ただし、利用者に対する指定
居宅介護支援の提供に支障がない
場合は、当該事業所の他の職務と
兼務をし、又は同一敷地内にある
他の事業所の職務と兼務をしても
差し支えないものとする。 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護
支援事業所の業務に支障がない場合は、当該事業所の他の職務と兼務
をし、又は同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支え
ない。なお、「当該指定居宅介護支援事業所の業務」とは、地域包括
支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者からの委託を受
けて指定介護予防支援を提供する場合や地域包括支援センターの設置
者からの委託を受けて総合相談支援事業を行う場合等が考えられる。 

（２） 専ら指定居宅介護支援の提
供に当たる常勤の介護支援専門員
を３名以上配置していること。 

常勤かつ専従の介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援
事業所の業務に支障がない場合は、当該事業所の他の職務と兼務を
し、又は又は同一敷地内にある指定介護予防支援事業所（当該指定居
宅介護支援事業者が指定介護予防支援の指定を受けている場合に限
る。（Ⅱ）（2）、（Ⅲ）（3）、（Ａ）（2）において同じ）職務と
兼務をしても差し支えないものとする。なお、「当該指定居宅介護支
援事業所の他の職務」とは、地域包括支援センターの設置者である指
定介護予防支援事業者からの委託を受けて指定介護予防支援を提供す
る場合や、地域包括支援センターの設置者からの委託を受けて総合相
談支援事業を行う場合等が考えられる。  
また、常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に、主任介護支援

専門員２名を置く必要があること。したがって、当該加算を算定する
事業所においては、少なくとも、主任介護支援専門員２名及び介護支
援専門員３名の合計５名を常勤かつ専従で配置する必要がある。 

（３） 利用者に関する情報又はサ
ービス提供に当たっての留意事項
に係る伝達等を目的とした会議を
定期的に開催すること。 

 

「利用者に関する情報またはサービス提供にあたっての留意事項に
係る伝達等を目的とした会議」は、次の要件を満たすものでなければ
ならないこと。 
ア 議題については、少なくとも次のような議事を含めること。 

(1) 現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針 
(2) 過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策 
(3) 地域における事業者や活用できる社会資源の状況 
(4) 保健医療及び福祉に関する諸制度 
(5) ケアマネジメントに関する技術 
(6) 利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針 
(7) その他必要な事項 

イ 議事については、記録を作成し、５年間保存しなければならない
こと。 

ウ 「定期的」とは、おおむね週１回以上であること。また、会議
は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業
者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生
労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等
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を遵守すること。 

（４） 24 時間連絡体制を確保
し、かつ、必要に応じて利用者等
の相談に対応する体制を確保して
いること。 

２４時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により連
絡を取ることができ、必要に応じて相談に応じることが可能な体制を
とる必要があることを言うものであり、当該事業所の介護支援専門員
が輪番制による対応等も可能であること。 

（５） 算定日が属する月の利用者
の総数のうち、要介護状態区分が
要介護３、要介護４又は要介護５
である者の占める割合が４０％以
上であること。 

要介護３、要介護４又は要介護５までの者の割合が４０％以上であ
ることについては、毎月その割合を記録しておくこと。 
なお、特定事業所加算を算定する事業所については、積極的に支援

困難ケースに取り組むべきこととされているものであり、こうした割
合を満たすのみではなく、それ以外のケースについても、常に積極的
に支援困難ケースを受け入れるべきものであること。また、（７）の
要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介さ
れた場合」に該当するケースについては、例外的に（５）の４０％要
件の枠外として取り扱うことが可能であること。（すなわち、当該ケ
ースについては、要介護３、要介護４又は要介護５の者の割合の計算
の対象外として取り扱うことが可能。） 

（６） 当該指定居宅介護支援事業
所における介護支援専門員に対
し、計画的に研修を実施している
こと。 

 

「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所にお
ける介護支援専門員の資質向上のための研修体系と当該研修実施のた
めの勤務体制の確保を定めるとともに、介護支援専門員について個別
具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、毎年度
少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならな
い。また、管理者は、研修目標の達成状況について、適宜、確認し、
必要に応じて改善措置を講じなければならないこと。なお、年度の途
中で加算取得の届け出をする場合にあっては、当該届け出を行うまで
に当該計画を策定すればよいこと。 

(７)  地域包括支援センターか
ら支援困難ケースを紹介された場
合に、当該ケースを受託するこ
と。 

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケー
スを受け入れるものでなければならず、また、そのため、常に地域包
括支援センターとの連携を図らなければならないこと。 

（８） 家族に対する介護を日常的
に行っている児童や、障害者、生
活困窮者、難病患者等、高齢者以
外の対象者への支援に関する知識
等に関する事例検討会、研修会に
参加していること。 

多様化・複雑化する課題に対応するために、家族に対する介護等を
日常的に行っている児童、障害者、生活困窮者、難病患者等、介護保
険以外の制度や当該制度の対象者への支援に関する事例検討会、研修
等に参加していること。なお、「家族に対する介護等を日常的に行っ
ている児童」とは、いわゆるヤングケアラーのことを指している。  
また、対象となる事例検討会、研修等については、上記に例示する

もののほか、仕事と介護の両立支援制度や生活保護制度等も考えられ
るが、利用者に対するケアマネジメントを行う上で必要な知識・技術
を修得するためのものであれば差し支えない。 

（９） 運営基準減算、特定事業所
集中減算の適用を受けていないこ
と。 

特定事業所加算の趣旨を踏まえ、単に減算の適用になっていないの
みならず、特定事業所加算の趣旨を踏まえた、中立公正を確保し、実
質的にサービス提供事業者からの独立性を確保した事業所である必要
があること。 

（10） 指定居宅介護支援事業所に
おいて、指定居宅介護支援を行う
利用者数が当該事業所の介護支援
専門員１人当たり 45 名未満であ
ること。ただし、居宅介護支援費
（Ⅱ）を算定している場合は 50
名未満であること。 

（介護予防支援の受託件数は含めま
せん。） 

取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して介
護支援専門員１名当たり４５名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定し
ている場合は５０名未満）であれば差し支えないこととするが、不当
に特定の者に偏るなど、適切なケアマネジメントに支障が出ることが
ないよう配慮しなければならないこと。 

（１１） 介護支援専門員実務研修
における科目「ケアマネジメント
の基礎技術に関する実習」等に協
力又は協力体制を確保しているこ
と。 

協力及び協力体制とは、現に研修における実習等の受入が行われて
いることに限らず、受入が可能な体制が整っていることをいう。その
ため、当該指定居宅介護支援事業所は、研修の実施主体との間で実習
等の受入を行うことに同意していることを、書面等によって提示でき
るようにすること。 

（１２） 他の法人が運営する指定
居宅介護支援事業者と共同で事例
検討会、研修会等を実施している

特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施す
る事業所として、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメン
トの質の向上を牽引する立場にあることから、同一法人内に留まら
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こと。 
 

ず、他の法人が運営する事業所の職員も参画した事例検討会等の取組
を、自ら率先して実施していかなければならない。なお、事例検討会
等の内容、実施時期、共同で実施する他事業所等について、毎年度少
なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならな
い。なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該
届出を行うまでに当該計画を策定すること。 

（１３） 必要に応じて、多様な主
体により提供される利用者の日常
生活全般を支援するサービス（介
護給付等対象サービス以外の保健
医療サービス又は福祉サービス、
当該地域の住民による自発的な活
動によるサービス等をいう。）が
包括的に提供される居宅サービス
計画を作成していること。 

多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサー
ビスとは、介護給付等対象サービス（介護保険法第２４ 条第２項に
規定する介護給付等対象サービスをいう。）以外の保健医療サービス
又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービ
ス等のことをいう。 

 

【特定事業所加算（Ⅱ）】 

＜厚労告９５第八十四号 ロ＞ ＜老企３６第三の１１＞ 

（１）  イ （ ２ ) 、（３）、
（４）、（６）、（７）、
（８）、（９）、（ 10）、
（11）、 (12) 及び（13）の基準
に適合すること。 

【特定事業所加算（Ⅰ）】の項目を参照 

（２） 専ら指定居宅介護支援の提
供に当たる常勤の主任介護支援専
門員を配置していること。 

 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員について
は、 
当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障がない場合は、当該指定

居宅介護支援事業所の他の職務と兼務をし、又は同一敷地内にある他
の事業所の職務（介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）の
場合にあっては、指定介護予防支援事業所の職務に限る。）を兼務し
ても差し支えないものとする。なお、「当該指定居宅介護支援事業所
の他の職務」とは、地域包括支援センターの設置者である指定介護予
防支援事業者からの委託を受けて指定介護予防支援を提供する場合
や、地域包括支援センターの設置者からの委託を受けて総合相談支援
事業を行う場合等が考えられる。  
また、常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に、主任介護支援

専門員を置く必要があること。したがって、当該加算を算定する事業
所においては、少なくとも、主任介護支援専門員及び介護支援専門員
３名の合計４名を常勤かつ専従で配置する必要があること。 

【特定事業所加算（Ⅲ）】 

＜厚労告９５第八十四号 ハ＞ ＜老企３６第三の１１＞ 

（１）  イ（３）、（４）、
（６）、（７）、（８）、
（９）、（10）、（11）、(12) 
及び（13）の基準に適合するこ
と。 

【特定事業所加算（Ⅰ）】の項目を参照 

（２） ロ（２）の基準に適合する
こと。 

【特定事業所加算（Ⅱ）】の項目を参照 

（３） 専ら指定居宅介護支援の提
供に当たる常勤の介護支援専門員
を２名以上配置していること。 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員について
は、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障がない場合は、当該指
定居宅介護支援事業所の他の職務と兼務をし、又は同一敷地内にある
他の事業所（介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）の場合
にあっては、指定介護予防支援事業所の職務に限る。）を兼務しても
差し支えない。なお、「当該指定居宅介護支援事業所の他の職務」と
は、地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者か
らの委託を受けて指定介護予防支援を提供する場合や、地域包括支援
センターの設置者からの委託を受けて総合相談支援事業を行う場合等
が考えられる。  
また、常勤かつ専従の介護支援専門員２名とは別に、主任介護支援

専門員を置く必要があること。したがって、当該加算を算定する事業
所においては、少なくとも、主任介護支援専門員及び介護支援専門員
２名の合計３名を常勤かつ専従で配置する必要があること。 
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【特定事業所加算(A)】 

＜厚労告９５第八十四号 ニ＞ ＜老企３６第三の１１＞ 

(１) イ(３)、(４)、(６)、(７)、

(８)、(９)、(１０)、(１１)、 

(１２)及び(１３)の基準に適合する

こと。ただし、イ（４）、

（６）、（１１）及び（１２）の

基準はその他の同一の居宅介護支

援事業所との連携によりみたすこ

ととしても差し支えないものとす

る。 

（4）関係 

特定事業所加算(Ａ)を算定する事業所については、携帯電話等の転

送による対応等も可能であるが、連携先事業所の利用者に関する情報

を共有することから、指定居宅介護支援等基準第 23 条（秘密保持）

の規定の遵守とともに、利用者又はその家族に対し、当該加算算定事

業所である旨及びその内容が理解できるよう説明を行い、同意を得る

こと。 

（6）関係 

連携先事業所との共同開催による研修実施も可能である。 

（11）関係 

連携先事業所との共同による協力及び協力体制も可能である。 

（13）関係 

連携先事業所との協力による研修会等の実施も可能である。 

（２）ロ（2）の基準に適合するこ

と。 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護

支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所

の職務を兼務しても差し支えないものとする。 

また、常勤かつ専従の介護支援専門員１名並びに常勤換算方法で１

の介護支援専門員とは別に、主任介護支援専門員を置く必要があるこ

と。したがって、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも

主任介護支援専門員及び介護支援専門員１名の合計２名を常勤かつ専

従で配置するとともに、介護支援専門員を常勤換算法で１の合計３名

を配置する必要があること。 

この場合において、当該常勤換算方法で１の介護支援専門員は他の

居宅介護支援事業所（連携先事業所に限る。）の職務と兼務しても差

し支えないが、当該兼務に係る他の業務との兼務については、介護保

険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、差し支

えないものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス事業

の業務を指すものではない。 

（３）専ら指定居宅介護支援の提供

にあたる常勤の介護支援専門員を

１名以上配置していること。 

（4）専ら指定居宅介護支援の提供

にあたる介護支援専門員を常勤換

算方法で１以上配置しているこ

と。ただし、当該介護支援専門員

は他の居宅介護支援事業所

（（1）で連携している他の居宅

介護支援事業所がある場合は、当

該事業所に限る。）の職務と兼務

をしても差し支えないものとす

る。 

（３）特定事業所医療介護連携加算  １２５単位／月  

○ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た指定居宅介護支援事業所は、所 

定単位数を加算します。 

【厚生労働大臣が定める基準 八十四の二】 次のいずれにも適合すること。 

イ 前々年度の３月から前年度の前年度の２月までの間において退院・退所加算（Ⅰ）イ、（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）

イ、（Ⅱ）ロ又は（Ⅲ）の算定に係る病院、診療所、地域密着型老人福祉施設又は介護保険施設との連携

の回数（八十五の二イからホまでに規定する情報の提供を受けた回数をいう。）の合計が３５回以上であ

ること。 

ロ 前々年度の３月から前年度の前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を 1５回以

上算定していること。 

ハ 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定していること。 

≪算定要件≫ 

（１）基本的取扱方針 

当該加算の対象となる事業所においては、日頃から医療機関等との連携に関する取組をより積極的に行う

事業所であることが必要となる。 

（２）具体的運用方針 
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ア 退院・退所加算の算定実績について 

退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回数ではなく、その算定に係

る病院等との連携回数が、特定事業所医療介護連携加算を算定する年度の前々年度の３月から前年度の

２月までの間において３５回以上の場合に要件を満たすこととなる。  

イ ターミナルケアマネジメント加算の算定実績について 

ターミナルケアマネジメント加算の算定実績に係る要件については、特定事業所医療介護連携加算を算

定する年度の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、算定回数が１５回以上の場合に要件

をみたすこととなる。 

 なお、経過措置として、令和７年３月３１日までの間は、従前のとおり算定回数が５回以上の場合は

要件を満たすこととし、同年４月１日から令和８年３月３１日までの間は、令和６年３月におけるター

ミナルケアマネジメント加算の算定回数に３を乗じた数に令和６年４月から令和７年２月までの間にお

けるターミナルケアマネジメント加算の算定回数を加えた数が１５回以上である場合に要件を満たすこ

ととする。 

ウ 特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)の算定実績について 

特定事業所医療介護連携加算は、質の高いケアマネジメントを提供する体制のある事業所が医療・介護

連携に総合的に取り組んでいる場合に評価を行うものであるから、他の要件を満たす場合であっても、

特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)のいずれかを算定していない月は特定事業所医療介護連携加算の算

定はできない。 

（４）入院時情報連携加算  

○ 入院時情報連携加算制度は、医療と介護の連携の強化・推進を図る観点から、病院等への入院時に、病院等

と利用者に関する情報共有等を行うことを評価することを目的とするものです。 

（１）入院時情報連携加算：(Ⅰ)２５０単位／月  （利用者１人につき１月に１回を限度） 

≪算定要件≫ 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要

な情報を提供した場合   

※  なお、入院の日以前に情報提供した場合及び指定居宅介護支援事業所における運営規程  

に定める営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合であって、当該入院した日の  

翌日に情報を提供した場合も、算定可能である。 

（２）入院時情報連携加算：(Ⅱ)２００単位／月 （利用者１人につき１月に１回を限度） 

≪算定要件≫ 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者

に係る必要な情報を提供した場合  

※  なお、運営規程に定める当該指定居宅介護支援事業所の営業時間終了後に入院した場合  

であって、当該入院した日から起算して３日目が運営規程に定める当該指定居宅介護支援事  

業所の営業日以外の日に当たるときは、当該営業日以外の日の翌日に情報を提供した場合も、  

算定可能である。 

※必要な情報とは・・ 

⇒・当該利用者の入院日、心身の状況(例えば、疾患・病歴、認知症の有無や徘徊等の行動の有無など) 

・生活環境(例えば、家族構成、生活歴、介護者の介護方法や家族介護者の状況など) 

・サービスの利用状況 

※情報提供を行った日時、場所(医療機関に出向いた場合)、内容、提供手段(面談、FAX等)等について、居

宅サービス計画等に記録しなければなりません。情報提供の方法としては、居宅サービス計画等の活用

が考えられます。 

【指導事例】 

・利用者の入院先の医療機関に情報提供を行った際の記録が残っていなかった。 
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（５）退院・退所加算  

○ 退院・退所加算制度は、医療と介護の連携の強化・推進を図る観点から、病院等からの退院・退所時に、病

院等と利用者に関する情報共有等を行うことを評価することを目的とするものです。 

※いずれも入院又は入所期間中につき１回を限度 

※初回加算と同時に算定することは算定できません。 

（１）退院・退所加算（Ⅰ）イ ： ４５０単位／回 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提供

をカンファレンス以外の方法により１回受けていること。 

（２）退院・退所加算（Ⅰ）ロ ： ６００単位／回 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提供

をカンファレンスにより１回受けていること。 

（３）退院・退所加算（Ⅱ）イ ： ６００単位／回  

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提供

をカンファレンス以外の方法により２回以上受けていること。 

（４）退院・退所加算（Ⅱ）ロ ： ７５０単位／回 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提供

を２回受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。 

（５）退院・退所加算（Ⅲ） ： ９００単位／回 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提供

を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。 

≪算定要件≫ 

（１）総論 

病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設、若しくは介護保険施設（以下「病院等」と

いう。）への入所をしていた者の退院・退所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護又は介護福祉施

設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）に当たって、当該病院等の職員と面談を行

い、当該利用者に関する必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型

サービスの利用に関する調整を行った場合には、当該利用者の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用

開始月に所定単位数を算定する。ただし、初回加算を算定する場合は算定しない。 

（２）算定区分について 

退院・退所加算については、以下の①から③の算定区分により、入院又は入所期間中１回（医師からの要請

により退院に向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、

居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行なった場合を含む。）のみ算定することがで

きる。 

①退院・退所加算（Ⅰ）イ及びロについては、病院等の職員からの情報収集を１回行っている場合に算定可

能であり、うち（Ⅰ）ロについてはその方法がカンファレンスである場合に限る。 

②退院・退所加算（Ⅱ）イ・ロ 

・退院・退所加算（Ⅱ）イについては、病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場合に算定可能。 

・退院・退所加算（Ⅱ）ロについては、病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合であって、うち

１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

③退院・退所加算（Ⅲ） 

・退院・退所加算（Ⅲ）については、病院等の職員からの情報収集を３回行っている場合であって、うち１

回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

（３）その他の留意事項 

① （２）に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。 
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イ 病院又は診療所 

診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第１医科診療報酬点数表の退院時共同指導

料２の注３の要件を満たし、退院後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福祉用具

専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するもの。 

ロ 地域密着型介護老人福祉施設 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める基準（平成１８年厚労省令第３

４号。以下このロにおいて「基準」という。）第１３４条第６項及び第７項に基づき、入所者への援助及び

居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第１３１条第１項

に掲げる地域密着型介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。 

また、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サー

ビスを提供する作業療法士等が参加すること。 

ハ 介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下このハにお
いて「基準」という。）第７条第６項及び第７項に基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者に対す
る情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人福祉施設に置く
べき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。また、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場
合にあっては、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加すること。 

ニ 介護老人保健施設 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号。以下この
ニにおいて「基準」という。）第８条第６項に基づき、入所者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情
報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人保健施設に置くべき
従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。また、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合に
あっては、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加すること。 

ホ 介護医療院 

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。以下このホに

おいて「基準」という。）第１２条第６項に基づき、入所者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情報

提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第４条に掲げる介護医療院に置くべき従業者及

び入所者又はその家族が参加するものに限る。また、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、

必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加すること。 

② 同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、１回として算定
する。 

③ 原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後７日以内に情報
を得た場合には算定することとする。 

④ カンファレンスに参加した場合は、標準様式（P５３）を使用するのではなく、カンファレンスの日時、開
催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写
しを添付すること。 

※（３）①イの参照＜診療報酬の算定方法 別表第１医科診療報酬点数表第２章第１部 退院時共同指導料２＞ 

注１ 保険医療機関に入院中の患者について、当該保険医療機関の保険医又は看護師等、薬剤師、管理栄養

士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士若しくは社会福祉士が、入院中の患者に対して、当該患者の

同意を得て、退院後の在宅での療養上必要な説明及び指導を、在宅療養担当医療機関の保険医若しくは

当該保険医の指示を受けた看護師等、薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士若し

くは社会福祉士又は在宅療養担当医療機関の保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの看護師等

（准看護師を除く。）、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士と共同して行った上で、文書によ

り情報提供した場合に、当該患者が入院している保険医療機関において、当該入院中１回に限り算定す

る。ただし、別に厚生労働大臣が定める疾病等の患者については、当該患者が入院している保険医療機

関の保険医又は看護師等が、在宅療養担当医療機関の保険医若しくは当該保険医の指示を受けた看護師

等又は在宅療養担当医療機関の保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除

く。）と１回以上、共同して行う場合は、当該入院中２回に限り算定できる。 

注２ （略） 

注３ 注１の場合において、入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等が、在宅療養担当医療機関の保険 

医若しくは看護師等、保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士、保険薬局の保険薬
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剤師、訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）、理学療法士、作業療法士若しくは言語

聴覚士、介護支援専門員（介護保険法第７条第５項に規定する介護支援専門員をいう。以下同じ。）又

は相談支援専門員（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第28号）第３条第１項又は児童福祉

法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第29号）第

３条第１項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）のうちいずれか３者以上と共同して指導を

行った場合に、多機関共同指導加算として、2,000点を所定点数に加算する。 

【指導事例】 

・退院・退所加算（Ⅰ）ロを算定している利用者について、カンファレンスの要件を満たしていなかった。 

 

 

（６）通院時情報連携加算  ５０単位／月  

○ 利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、医師又 

は歯科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報の提供を行うと

ともに、医師又は歯科医師等から当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画に

記録した場合は、利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算します。 

≪算定要件≫ 

当該加算は、利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な

情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画等に記録した場

合に、算定を行うものである。なお、同席にあたっては、利用者の同意を得た上で、医師等と連携を行うこと。 

（７）緊急時等居宅カンファレンス加算  ２００単位／回  ※利用者１人につき、1月に２回を限度に算定 

○ 医療との連携を強化する観点から、在宅患者緊急時等カンファレンスにケアマネジャーが参加した場合に評

価することを目的とするものです。 

≪算定要件≫ 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の医師又は看護師等と共に利用者の居宅を訪問し、カン

ファレンスを行い、必要に応じて、利用者に必要な居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整

を行うこと。 

※当該加算を算定する場合は、カンファレンスの実施日(指導した日が異なる場合は指導日もあわせて)、カ

ンファレンスに参加した医療関係職種等の氏名及びそのカンファレンスの要点を居宅サービス計画等に記載

する必要があります。 

※当該カンファレンスは、利用者の病状が急変した場合や、医療機関における診療方針の大幅な変更等の必

要が生じた場合に実施されるものであることから、利用者の状態像が大きく変化していることが十分想定さ

れるため、必要に応じて、速やかに居宅サービス計画を変更し、居宅サービス及び地域密着型サービスの調

整を行うなど適切に対応してください。 

（８）ターミナルケアマネジメント加算 ４００単位/月  

○ 在宅で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た

指定居宅介護支援事業所が、終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した

上で、その死亡日及び死亡日前 14 日以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の

居宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サ

ービス事業者に提供した場合は、１月につき所定単位数を加算します。 

【厚生労働大臣が定める基準】  

ターミナルケアマネジメントを受けることに同意した利用者について、２４時間連絡できる体制を確保して

おり、かつ、必要に応じて指定居宅介護支援を行なうことができる体制を整備していること。 

≪算定要件≫ 

（１）ターミナルケアマネジメント加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算することとするが、
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利用者の居宅を最後に訪問した日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定するこ

ととする。 

（２）ターミナルケアマネジメント加算は、１人の利用者に対し、１か所の指定居宅介護支援事業所に限り算定

できる。なお、算定要件を満たす事業所が複数ある場合には、当該利用者が死亡日又はそれに最も近い日

に利用した指定居宅サービスを位置付けた居宅サービス計画を作成した事業所がターミナルケアマネジメ

ント加算を算定することとする。 

（３）ターミナルケアマネジメントを受けることについて利用者が同意した時点以降は、次に掲げる事項を支援

経過として居宅サービス計画等に記録しなければならない。 

① 終末期の利用者の心身又は家族の状況の変化や環境の変化及びこれらに対して居宅支援事業者が行った
支援についての記録。 

② 利用者への支援にあたり、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等と
行った連絡調整に関する記録。 

③ 当該利用者が、医師が一般に認められている医学的知見に基づき、回復の見込みがないと診断し  
た者に該当することを確認した日及びその方法 

（４）ターミナルケアマネジメントを受けている利用者が、死亡診断を目的として医療機関へ搬送され、２４時

間以内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケアマネジメント加算を算定することができるも

のとする。 

（５）ターミナルケアマネジメントにあたっては、終末期における医療・ケアの方針に関する利 用者又家族の意

向を確認する必要がある。また、その際は厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス

に関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多

職種が連携し、本人及びその家族と必要な情報の共有等に努めること。 

（９）特定事業所集中減算  ▲ ２００単位／月  

〇 居宅サービス計画の作成に当たり、サービスの依頼先が特定法人の居宅サービス事業所に偏った計画に

ならないよう導入された減算です。（減算を開始・終了する場合、加算届が必要です。） 

 

【確認の流れ】  

 （全事業者）集中減算に係る報告書の作成・保存→（８０％を超えた場合）→市へ報告書と別紙を提出  

（毎年度９月１５日及び３月１５日〆切）  

割合の結果にかかわらず、毎年度９月と３月に全ての事業所自らが確認を行い、  

報告書を作成し、保管する必要があります。 →（３）参照  

※減算を行う場合の届出は９月１５日又は３月１５日までに市に提出する必要があります。 

(１) 判定期間と減算適用期間 

居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において作成された居宅サービス

計画を対象とし、減算の要件に該当した場合は、次に掲げるところに従い、当該事業所が作成する減算適用

期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適用する。 

① 判定期間が前期（３月１日から８月末日）の場合、減算適用期間を１０月１日から３月３１日まで。 

② 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合、減算適用期間を４月１日から９月３０日まで。 

 

 

 

 

 

              ★ 

 

                          ★ 

  

 

 

 

★の期間までに特定の法人が開設する事業所の割合を算定し、→（3）算定手続参照 

3／1 8／31 

9／1 2／末 

10／1 3／31 

4／1 9／30 

前期判定期間 

後期判定期間 

前期分減算

適用期間 

後期分減算

適用期間 

9／15 

3／15 
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８０％を超える場合には、市に報告を行う。 

(２)判定方法 

事業所ごとに、当該居宅介護支援事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、対象サ

ービスが位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、対象サービスそれぞれについて、最もそ

の紹介件数の多い法人（以下「紹介率最高法人」という）を位置付けた居宅サービス計画の数の占める割合

を計算し、対象サービスいずれかについて８０％を超えた場合には、正当な理由に該当しない限り、減算す

る。 

【対象となる訪問介護サービス等】  

○訪問介護     ○福祉用具貸与     ○通所介護     ○地域密着型通所介護 

【具体的な計算式】  

事業所ごとに、次の計算式により計算します。 

当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数 ÷ 当該サービスを位置付けた計画数 

【ポイント】 

・対象サービスのどれかが８０％を超えれば減算の可能性が生じます。（サービス全部が８０％を超えた場
合ではありません。） 

・減算適用期間の６ヶ月間にわたり、利用者全員分が減算対象となります。 

（３）算定手続 

判定期間が前期の場合については９月１５日までに、判定期間が後期の場合については３月１５日までに、

すべての居宅介護支援事業者は次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の結果８０％を超えた場合に

ついては当該書類を市長に提出しなければなりません。 

なお、８０％を超えなかった場合についても、当該書類は、各事業所において、少なくとも５年間保存し

なければなりません。 

① 判定期間における居宅サービス計画の総数 

② 対象サービスのそれぞれが位置付けられた居宅サービス計画数 

③ 対象サービスのそれぞれの紹介率最高法人が位置付けられた居宅サービス計画数並びに紹介率最高法人の

名称、住所、事業所名及び代表者名 

④ （２）の計算式で計算した割合 

⑤ （２）の計算式により計算した割合が８０％を超えている場合については、その正当な理由 

（４）正当な理由の有無 

（３）で提出された報告書及び報告書（別紙）の内容について、「正当な理由の判断基準」に基づき市に

おいて正当な理由の有無に関する審査が行われます。その結果については報告書を提出した全ての事業所

へ通知されます。その結果、正当な理由に該当するとされた事業所を除き、減算請求が必要となります。 

【指導事例】 

・訪問介護の紹介率が８０％を超えているにもかかわらず、正当な理由無く所定単位数を減算していなかっ
た。  
・特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書を作成し、市に提出していなかった。 

（１０）運営基準減算  

○ 基準条例の運営基準で定められた介護支援専門員が行うべき業務を行っていない場合に、事業所は自ら減算

を行わなければなりません。 

・所定単位数の１００分の５０／月 

・所定単位数は算定しない（運営基準減算が２月以上継続している場合） 

※居宅介護支援費を算定しない場合、初回加算や退院・退所加算など、その他の加算も算定することはでき

ません。 

＜減算の対象となる業務＞ 

１ 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対して、利用者は複数の指定居宅サービス

事業者等を紹介するよう求めることができることについて説明を行っていない場合には、契約月から当該

状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。 

２ 居宅サービス計画の新規作成及びその変更時  

次のいずれかを行っていない場合は、いずれかを行わなかった月（当該月）から適切に行った月の前月
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まで減算する。 

①利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接すること  

②サービス担当者会議の開催等をすること（やむを得ない事情がある場合を除く）  

③居宅サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意

を得た上で、居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付すること 

３ サービス担当者会議の開催 

次のいずれかの場合にサービス担当者会議を開催していない場合は、サービス担当者会議を開催した

前月まで減算する。 

①居宅サービス計画を新規に作成した場合  

②要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合  

③要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

４ 居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング） 

事業所の介護支援専門員が次に掲げるいずれかの方法により、利用者に面接していない場合には、特

段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。 

①１月に１回、利用者の居宅を訪問することによって行う方法  

②次のいずれにも該当する場合であって、２月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅を訪問し

ない月においては、テレビ電話装置等を活用して行う方法。  

ａ テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得ていること。  

ｂ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その他の関係者の合

意を得ていること。  

(ⅰ) 利用者の心身の状況が安定していること。  

(ⅱ) 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。  

(ⅲ) 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報について、  

担当者から提供を受けること。 

 

＜例＞４月以降に減算対象業務を行っていない場合 

4月 5月 6月 

５０/１００ 

減算適応 

所定単位数を 

算定しない 

所定単位数を 

算定しない 

【指導事例】 

・モニタリングが実施されていない事例や、モニタリングの結果が記録されていない事例があった。 
・居宅サービスを作成していない利用者がいた。 
・居宅サービス計画について、利用者に対して説明・同意・交付をしていなかった。 
・区分変更の認定を受けて居宅サービス計画を作成した際に、サービス担当者会議を開催していなかった。 
・利用者は複数の事業所の紹介を求めることができること及びケアプランに位置づけた事業所の選定理由要につい
て説明を受けることが可能であること等について、利用者に対して説明、同意、交付したことが確認できなかっ
た。 

 

（１１）高齢者虐待防止措置未実施減算 ▲ 所定単位数の１００分の 1／月  

【厚告２０別表イ注３、厚告９５八十二の二、老企３６第三の６】  

○ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の

１００分の１に相当する単位数を減算します。 

【厚生労働大臣が定める基準 八十二の二】   

指定居宅介護支援等基準第二七条の二に規定する基準に適合していること。  

虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合  

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図ること。  

（業務未実施が続く限り算定しない） 
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・虐待の防止のための指針を整備すること。  

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。  

・担当者を設置すること。  

〇 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定居宅

介護支援等基準第 27 条の２に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算

することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない、

高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していな

い又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速やかに改善

計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を秦野市長に報

告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所

定単位数から減算することとします。  

（１２） 業務継続計画未策定減算  ▲ 所定単位数の１００分の 1／月  

   【厚告２０別表イ注４、厚告９５八十二の三、老企３６第三の６】  

〇 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の 100 分

の 1に相当する単位数を減算する。  

【厚生労働大臣が定める基準 八十二の三】 

指定居宅介護支援等基準第一九条の二第一項に規定する基準に適合していること。  

以下の基準に適合していない場合  

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること。  

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講じること。  

〇 業務継続計画未策定減算については、指定居宅介護支援等基準第 19 条の２第１項に規定する基準を満たさ

ない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）か

ら基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減

算することとする。  

なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適用しないが、義務となっていることを

踏まえ、速やかに作成すること。  

（１３） 同一建物減算   【厚告２０別表イ注５、老企３６第三の６】  

〇 指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する施設内の建物若しくは指定居宅介

護支援事業所と同一の建物（以下ここにおいて「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者又は指定

居宅介護支援事業所における 1 月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等

を除く。）に居住する利用者に対して、指定居宅介護支援を行った場合は、所定単位数の 100 分の 95 に相当

する単位数を算定します。  

【（老企第 36号）第三の 10】  

指定居宅介護支援事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定居宅介護支援事業所と

同一の建物（以下ここにおいて「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者又は指定居宅介護支援事

業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居

住する利用者に対する取扱い  

⑴ 同一敷地内建物等の定義  

注５における「同一敷地内建物等」とは、当該指定居宅介護支援事業所と構造上又は外形上、一体的な建築

物及び同一敷地内並びに隣接する敷地（当該指定居宅介護支援事業所と建築物が道路等を挟んで設置してい

る場合を含む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すものである。具体的には、

一体的な建築物として、当該建物の１階部分に指定居宅介護支援事業所がある場合や当該建物と渡り廊下で

つながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建

築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接する場合などが該当するものであること。  
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⑵  同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義  

① 「指定居宅介護支援事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物」と は、⑴

に該当するもの以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該指定居宅介護支援事業所の 利用者が 20 

人以上居住する場合に該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物 の利用者数を合算

するものではない。  

② この場合の利用者数は、当該月において当該指定居宅介護支援事業者が提出した給付管理票に係る利用者の

うち、該当する建物に居住する利用者の合計とする。  

③ 本取扱いは、指定居宅介護支援事業所と建築物の位置関係により、効率的な居宅介護支援の提供が可能であ

ることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本取扱いの適用については、位置関係のみをもって判断す

ることがないよう留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、居宅介護支援の提供の効率化

につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。  

（同一敷地内建物等に該当しないものの例）  

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合  

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければならな

い場合  

⑷ ⑴及び⑵のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定居宅

介護支援事業所の指定居宅介護支援事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 
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退院・退所情報記録書             ［参考資料１］ 

情報収集先の医療機関・施設名  

電話番号  

面談日      年   月   日 面談日      年   月   日 

所属（職種） 所属（職種） 

 

ふりがな 

利用者氏名                         （ 男・女 ） 

生年月日（明・大・昭）     年    月    日   （    歳） 

入院期間 入院日   年   月   日  ～  退院（予定）   年   月   日 

・手術 有（手術名                             ）・ 無  

要介護度 未申請 ・ 区分変更中 ・ 新規申請中 ・ 非該当 

要支援 １・２  要介護 １・２・３・４・５  

 認定日  年  月  日 有効期間  年  月  日 ～  年  月  日 

 

 入院・入所中の状況 （特記事項） 

 

 

疾病の状態 

主病名 

副病名 

主症状 

既往歴 

服薬状況 無・有 

（内服：介助されていない・一部介助・全介助） 

（感染症・投薬の注意事項

（薬剤名、薬剤の剤形、投

与経路等）等） 

 

 

特別な医療 

点滴の管理 中心静脈栄養 透析 

ストーマ（人口肛門）の処置 酸素療法 

気管切開の処置 疼痛管理 経管栄養 

褥瘡の処置 カテーテル 喀痰吸引 

その他（                 ） 

（導入予定の医療系サービ

ス等） 

食事摂取 介助されていない・見守り等・一部介助・全介助 

嚥下状況（良・不良）咀嚼状況（良・不良） 

（ペースト・刻み・ソフト食・普通／経管栄養） 

・制限 無・有（塩分・水分・その他（   ）） 

（制限の内容等） 

口腔清潔 介助されていない・一部介助・全介助  

 

移動 

 

介助されていない・見守り等・一部介助・全介助 

（見守り・手引き・杖・歩行器・ 

シルバーカー・車椅子・ストレッチャー） 

（独自の方法・転倒危険・

住宅改修の必要性等） 

 

洗身 

介助されていない・一部介助・全介助・不可・ 

行っていない 

・入浴の制限 無・有（シャワー・清拭・その他） 

 

排泄 介助されていない・見守り等・一部介助・全介助 

オムツ・リハビリパンツ（常時・夜間のみ） 

（留置カテーテル等） 

夜間の状態 良眠・不眠（状態：            ）  

認知・精神面 ・認知症高齢者の日常生活自立度（     ） 

・精神状態（疾患） 無・有（      ） 

（認知症の原因疾患等） 

リハビリ等 ・リハビリテーション 無・有（頻度：    ） 

・運動制限 無・有 

（リハビリ・運動制限の内

容、導入予定のサービス

等） 

療養上の留意する事項  

※療養報酬の退院時共同指導料二の注三の対象となる会議（カンファレンス）に参加した場合は、本様式ではな
く当該会議（カンファレンス）の日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録
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すること。 

［参考資料２］ 

個人情報保護について 

 

平成１７年４月から、個人情報保護法が施行され、介護保険事業者も個人情報保護法に沿って事業運営をしていかな

ければなりません。 

 具体的な取扱いのガイダンスは、厚生労働省が出しています。 

※ 個人情報保護法の全体の概要について 

  ⇒個人情報保護委員会のホームページ 

 https://www.ppc.go.jp/ 

※ 「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」 

  ⇒厚生労働省のホームページ 

    https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html 

  

なお、医療・介護関係事業者における個人情報の取扱いについては、法令上大きく分けて次の取組が必要となりま

す。上記の厚生労働省ガイダンス等に詳細が記載されていますので、ご確認ください。 

  ① 個人情報の取得・利用 

（例）利用目的を特定して、その範囲内で利用する。 

利用目的を通知又は公表する。 

② 個人データの保管 

（例）漏えい等が生じないよう、安全に管理する。 

従業員・委託先にも安全管理を徹底する。 

③ 個人データの第三者提供 

（例）第三者に提供する場合は、あらかじめ本人の同意を得る。 

第三者に提供した場合・第三者から提供を受けた場合は、原則一定事項を記録する。 

④ 保有個人データに関する開示請求等への対応 

（例）本人から開示等の請求があった場合は、これに対応する。 

苦情等に適切・迅速に対応する 


